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賃上げを起点とした「成長と分配の好循環」

※連合春季賃上げ妥結状況

※資本金1,000万円以上

賃上げ率
３．５８％

（Ｒ５年）

５．１０％

（Ｒ６年）

民間消費支出
３２２兆円

（Ｒ５年第３四半期）

３３１兆円

（Ｒ６年第３四半期）

民間設備投資
１００兆円

（Ｒ５年第３四半期）

１０６兆円

（Ｒ６年第３四半期）

就業率
６１．３％

（Ｒ５年第２四半期）

６１．６％

（Ｒ６年第２四半期）

売上高
経常利益率

６．３％

（Ｒ５年第１四半期）

７．１％

（Ｒ６年第１四半期）

名目GDP
５９３兆円

（Ｒ５年第３四半期）

６１０兆円
（Ｒ６年第３四半期）

 賃上げは、家計の所得増加による消費の拡大を通じて、企業収益を増加させるとともに、必要な人材を適切

に確保し、企業の生産性を向上させ、更なる賃上げや持続的な成長を生むという好循環をもたらす。

 約30年ぶりの賃上げ水準の中で、製品需要の増加や企業収益・価格転嫁の改善、就業者数の増加など、賃金

上昇と経済成長の好循環が動き出しつつあり、このモメンタムを維持していくことが重要。

賃金上昇

消費の増加

製品需要の増加

労働需要の増加

人材確保

生産性の向上

生産の増加

企業収益の増加

賃上げを起点とした
「成長と分配の好循環」
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令和６年度総合経済対策 賃上げ環境の整備抜粋①

（１）最低賃金の引上げ

〇 2024年度の改定後の最低賃金額は全国加重平均で1,055 円、引上げ幅51 円は2021 年以降連続して過去最高額となった。適切な価格転嫁と生産性向上支援によって、最低賃金の引上げを後押しし、2020 年

代に全国平均1,500 円という高い目標の達成に向け、たゆまぬ努力を継続する。このため、最低賃金の今後の中期的引上げ方針について、早急に政労使の意見交換を開催し、議論を開始する。2025 年の春季労

使交渉に向けた意見交換も行う。

〇 今後とも、地域別最低賃金の最高額に対する最低額の比率を引き上げるなど、地域間格差の是正を図る。

〇 中小企業の業務改善や設備投資に対する支援を充実する。中小企業が最低賃金引上げ等の事業環境変化への対応を円滑に実施できるよう、相談体制を拡充する。令和６年度税制改正において改正した賃上げ促

進税制について、制度詳細の周知広報を徹底する。

〇 こうした取組を含め、持続的・構造的賃上げに向けた価格転嫁等の取引適正化の推進、省力化・デジタル化投資の促進、人への投資の促進及び多様な人材が安心して働ける環境の整備、中堅・中小企業の経営

基盤の強化・成長の支援といった施策を総動員する。

• 最低賃金の引上げに向けた環境整備を支援する業務改善助成金（厚生労働省）

• 事業環境変化対応型支援事業（経済産業省）

• 令和６年度税制改正で拡充した賃上げ促進税制の活用促進（経済産業省）【その他】 等

施策例

（３）省力化・デジタル化投資の促進

〇 中小企業生産性革命推進事業を更に充実する。

〇 人手不足が深刻化する中、省力化投資に関して、カタログから選ぶような汎用製品の導入に加え、業務に応じたソフトウェアの簡易な選択及び導入を支援する。その際、生産現場のみならず、会計事務等を効

率化するためのＩＴ化も支援するとともに、導入後のサポート支援も行う。

〇 事業者それぞれの業務に応じたオーダーメイド型の省力化投資を支援する。

〇 人手不足感の強い業種について、各事業所管省庁が、それらの業種に属する事業者の省力化投資を促進するための具体的プランを早急に策定する。

〇 地方においても賃上げが可能となるよう、中堅・中小企業が工場等の拠点を新設する場合や大規模な設備投資を行う場合についても支援を行う。

〇 地域への産業立地を推進するため、地域未来投資促進法14等を活用した設備投資や産業用地確保を促進する。

施策例

• 中小企業の成長投資・生産性向上投資・省力化投資等の一体的な支援（経済産業省）

• 中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金（経済産業省）

• 製造業・サービス業の人手不足解消に資するロボット開発環境の構築（経済産業省）

• 地域未来投資促進法等を活用した土地利用転換手続の迅速化（経済産業省、国土交通省）

【その他】

• 地域未来投資促進税制の活用促進（経済産業省）【その他】 等
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令和６年度総合経済対策 賃上げ環境の整備抜粋②

（２）持続的・構造的賃上げに向けた価格転嫁等の取引適正化の推進

〇 中小企業が賃上げの原資を確保するためには、政府が価格転嫁を後押しすることが鍵となる。価格転嫁は、発注者にとって欠かせないビジネスパートナーである受注者の経営基盤の強化、サプライチェーン全

体の持続可能性の確保に資する。政府は、これまで、全国330 名の下請Ｇメンを通じた取引実態の調査、価格交渉促進月間（毎年３月・９月）における交渉・転嫁の要請等を行ってきた。2023 年11 月には、

「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を公表し、周知徹底を進めてきている。その結果、価格交渉が行われたケースが増加するなど、一定の成果は上がっているものの、物価高が継続する中、

中小企業の賃上げを後押しするため、これらの取組を一層強化する。

〇 下請Ｇメンに加え、新たに「下請かけこみ寺」の調査員との連携により、中小企業の取引実態に関する情報収集体制を強化し、問題ある発注事業者の情報を追加的に収集する。取引適正化に向けた取組に当該

情報を活用するとともに、事業所管省庁と連携する形で、公正取引委員会の下請法の執行強化に向けた体制を整備する。発注側の大企業と受注側の中小企業は共存共栄の関係にあることを踏まえ、パートナー

シップ構築宣言の更なる拡大と実効性向上に取り組む。

〇 「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」に基づく取組を徹底するため、2024 年末までに、所管省庁において、業界団体と連携し、指針の遵守状況についての実態調査及びその結果に基づく改

善措置を完了させる。取引適正化に係る公正取引委員会の取組について、メッセージ性のあるショート動画を作成し、ＳＮＳの広告媒体における配信等を通じて周知する。

〇 新たな商慣習として、サプライチェーン全体で適切な価格転嫁を定着させるため、下請法について、コスト上昇局面における価格据置きへの対応の在り方、荷主・物流事業者間の取引への対応の在り方、事業

所管省庁と連携した執行を強化するための事業所管省庁の指導権限の追加等に関し、改正を検討し、早期に国会に提出することを目指す。

〇 約束手形・電子記録債権等6の支払サイトの短縮・現金払い化、2026 年の約束手形の利用の廃止に向けた取組を促進する。2024 年11 月に、手形サイト短縮に係る指導基準の見直しを行ったところであり、

これと約束手形の現金払い化・利用の廃止を合わせ、幅広い業界団体への周知徹底を行う。受注者に資金繰り負担をしわ寄せする約束手形等による支払いについて、下請法での取扱いを検討し、結論を得る。

〇 国等又は地方公共団体の官公需においても、入札制度の適切な運用により、受注企業の労務費、原材料費等のコスト増加分が価格転嫁され、賃上げ原資の確保につながることが必要である。2024 年内を目途

に、最低制限価格制度及び低入札価格調査制度について、各制度の趣旨に則った対応を徹底するとともに、それらの運用実態を調査し、運用改善について検討を行う。少額随意契約制度についても、長期間上限

価格が改定されていないことを踏まえ、同年内を目途に、運用実態を調査し、その在り方を検討する。

〇 建設業・物流業の持続的成長、業界における価格転嫁の円滑化及び賃上げ原資の確保に向け、第三次・担い手３法・改正物流法を着実に施行し、その内容の周知広報を徹底する。重層下請構造の適正化に向け

た実態調査、適正な見積りの普及、建設Ｇメンやトラック・物流Ｇメンを活用した事業者間の取引に係る調査・改善指導を強化することによって、取引適正化やそれらの業界の労働者の処遇改善を進める。自動

車整備業における賃金状況の実態調査を行う。警備業について、2024 年８月に改定された業界の自主行動計画を踏まえ、民民の取引及び官公需において、労務費を含めた適切な価格転嫁を進める。

〇 クリエイターが安心して持続的に働けるよう、取引慣行を是正していくため、音楽・放送分野について、公正取引委員会の実態調査を2024 年内に完了し、その結果を踏まえ、実演家と事務所との間の契約を

適正化する観点から指針を作成する。映画・アニメ分野について、2025 年にクリエイターの取引環境に係る実態調査を行う。国内映像制作等に関する事業者向け支援については、労働基準法の準拠等を定めるガ

イドラインに沿って対応を行う事業者を優先的に支援することによって、現場における環境改善を促進する。クリエイターの作品が適法かつ円滑に利用され、適正な対価還元が促進されるよう、オンライン上で

の権利情報集約・情報検索を可能とする分野横断権利情報検索システム及び個人クリエイター等権利情報登録システムの構築を行う。

施策例

• 中小企業取引対策事業（経済産業省）

• 価格転嫁円滑化の取組に関する調査（公正取引委員会）

• 価格転嫁対策等の広報強化（公正取引委員会）

• 下請法改正の検討（公正取引委員会）【制度】

• 近年の資材価格の高騰の影響等を考慮した公共事業等の実施（国土交通省）

• 建設産業・不動産業の生産性向上のための市場環境整備等（国土交通省）

• 物流の革新と持続的成長に向けた中長期計画を踏まえた取組の推進（国土交通省）

• クリエイター支援のための取引適正化に向けた実態調査（公正取引委員会）

• クリエイター事業者支援事業（事業化・海外展開推進）（経済産業省）

• 分野横断権利情報検索システム及び個人クリエイター等権利情報登録システムの構築事業

（文部科学省）

• 放送コンテンツ等のネット配信の促進に関する調査研究（総務省）等
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令和６年度総合経済対策 賃上げ環境の整備抜粋③

施策例

• 雇用保険法に基づくリ・スキリング支援策のハローワーク、ハローワークインターネットサービ
ス等を通じた周知広報等（厚生労働省）【その他】

• 訓練ニーズの変化等を踏まえた教育訓練給付の指定講座の拡大（厚生労働省）【制度】

• リカレント教育エコシステム構築支援事業（文部科学省）

• 地域金融機関取引事業者支援高度化事業（金融庁）

• 「年収の壁・支援強化パッケージ」の着実な実行と年金制度等の見直し（内閣府、厚生労働省）
【制度】

• 非正規雇用労働者の待遇改善に向けた取組（厚生労働省）【その他】

• 介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度等の活用促進等（厚生労働省）【その他】

• 育児休業取得に向けた環境整備を支援する「両立支援等助成金」の拡充（厚生労働省）

• 勤務間インターバル制度の導入促進（厚生労働省）【その他】

• テレワーク普及促進対策（厚生労働省）

• 「多様な正社員」制度導入支援等事業（厚生労働省）【その他】

• 「自爆営業」の根絶（内閣府、厚生労働省）【制度】

• 副業・兼業の円滑化（内閣府、厚生労働省）【制度】

• フリーランス・事業者間取引適正化等法の着実な執行（公正取引委員会、厚生労働省、経済産業
省）【制度】

• フリーランス・ギグワーカーの労働者性及び保護の在り方（内閣府、厚生労働省）【制度】

• 36 協定の本社一括届出の対象の拡大（内閣府、厚生労働省）【制度】

• 労働関係の書面・押印・対面規制の撤廃（内閣府、厚生労働省）【制度】

• 人口減少や医療機関の経営状況の急変に対応する緊急的な支援パッケージ（厚生労働省）

• 介護人材確保・職場環境改善等に向けた総合対策（厚生労働省）

• 障害福祉人材確保・職場環境改善等に向けた総合対策（こども家庭庁、厚生労働省）等

（４）人への投資の促進及び多様な人材が安心して働ける環境の整備

〇 改正雇用保険法によるリ・スキリング支援策について周知広報を行い、デジタル分野等を含め、就職氷河期世代を始めとする全世代のリ・スキリングを支援する。団体等検定の合格に向けた講座を教育訓練給

付の対象講座に加え、人手不足分野を中心として、業界内における検定合格者の適切な評価と処遇改善につなげる。技能者の育成、技能継承の取組を推進する。産官学連携によるリカレント教育プログラムの実

施を支援する。

〇 ジョブ型人事の導入を促進するため、多様な導入企業の事例が詳細に掲載された「ジョブ型人事指針」の周知・普及に取り組む。

〇 ハローワーク職員のキャリアコンサルタントの資格取得を促進するとともに、民間のキャリアコンサルタントの協力を得て、転職やキャリアアップに向けた相談支援を充実する。キャリアコンサルタントが労

働者に指導・助言を行う際の参考として、民間の求人情報について、2024 年度内に、ニーズの高い職種等の求人動向や賃金水準の情報提供を開始する。2025 年度以降、職種・地域の拡大やハローワークの保有

情報との集約を進める。レビキャリを活用し、経営人材としての大企業人材と地域の中堅・中小企業のマッチングを促進する。

〇 人手不足への対応が急務となる中、いわゆる「年収の壁」を意識せずに働く時間を延長することができる環境づくりを後押しする。「年収の壁・支援強化パッケージ」について、申請書類の簡素化、審査の迅

速化、年収の壁突破・総合相談窓口におけるワンストップ相談体制の整備によって、新たに社会保険の対象となる短時間労働者をきめ細かく支援することと併せて、制度の見直しに取り組む。

〇 働き方に中立的な年金制度を構築し、被用者にふさわしい年金給付を実現するため、従業員数50 人超とされている企業規模要件の撤廃、常時５人以上を使用する個人事業所の非適用業種の解消による被用者保

険の適用拡大等について、2024 年内に結論を得る。

〇 非正規雇用労働者について、希望者の正社員転換や処遇改善を支援するため、キャリアアップ助成金の活用、都道府県労働局・労働基準監督署の連携による同一労働同一賃金の遵守徹底を進める。

〇 改正育児・介護休業法による子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現するための措置、育児・介護に直面した労働者に対する両立支援制度の個別周知・意向確認等の履行徹底に取り組む。労働者の希望に応じた

育児休業の取得に向けた環境整備に取り組む中小企業への支援を拡充する。生活時間・睡眠時間を確保する勤務間インターバル制度、テレワーク、選択的週休３日制、「多様な正社員」制度の導入企業の拡大に

取り組む。

〇 自爆営業に関連する言動について、2024 年度内に、違法行為・パワーハラスメントに該当し得る類型・例を明確に示す。副業・兼業については、これまでの周知の取組に加え、2024 年度内に、副業・兼業に

係る競業避止義務の内容を明確化し、営業秘密の保護と両立する形での副業・兼業を円滑化する。フリーランス・ギグワーカーに対する一般健康診断の費用負担を理由とした発注控えの実態について、2024 年度

内に調査を行う。36 協定の内容が各事業場で異なる場合について、2024 年度内に、オンラインによる本社の一括届出を可能とする。会社分割時における会社から労働者・労働組合への通知や労働者からの異議

申立てについて、2024 年度内に、電子化に向けた検討を行う。

〇 足元の人材確保の課題に対応する観点から、令和６年度報酬改定において講じた医療・介護・障害福祉分野の職員の処遇を改善するための措置を確実に届け、賃上げを実現するとともに、生産性向上・職場環

境改善等による更なる賃上げ等を支援することとし、職員の負担軽減・業務効率化、テクノロジー・ＩＣＴ機器の活用、経営の協働化、訪問介護の提供体制の確保、障害者就労施設の経営改善といった取組を支

援する。

〇 公務員の給与・待遇については、人事院勧告を踏まえ、適切に対応する。
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令和６年度総合経済対策 賃上げ環境の整備抜粋④

（５）中堅・中小企業の経営基盤の強化・成長の支援

〇 賃上げを行う中小企業は増加している一方で、それらには、業績改善がみられない中での「防衛的賃上げ」が行われているケースも含まれている。賃上げを更に普及・拡大するためには、中小企業が稼ぐ力を

強化し、その原資を確保できるよう支援することが必要である。

〇 Ｍ＆Ａ及び事業承継の環境整備に取り組む。中小企業が安心してＭ＆Ａに取り組むことができるよう、2024 年８月に改訂した「中小Ｍ＆Ａガイドライン」を周知徹底し、Ｍ＆Ａのトラブルについて注意喚起

を行う。Ｍ＆Ａ成立後の成長に向けた円滑なＰＭＩの取組を定着させるため、「中小ＰＭＩガイドライン」及び「ＰＭＩ実践ツール」を周知する。Ｍ＆Ａ成立後の成長に向け、当該Ｍ＆Ａ実施企業が行う設備投

資やＰＭＩを支援する。複数回のＭ＆Ａによるグループ化を後押しするため、中堅・中小グループ化税制等の活用を促進する。事業承継税制の特例措置について、2024 年内を目途に、役員就任要件の見直しを検

討する33。事業承継・引継ぎ支援センターによる中小企業・小規模事業者の事業承継支援を強化する。

〇 中小企業の資金調達の円滑化と金融規律の更なる強化を図りながら、その経営改善・事業再生・再チャレンジを支援する。中小企業に対する民間金融機関のプロパー融資を促進するため、当該中小企業に対し、

その民間金融機関が行う信用保証付融資に係る保証料を引き下げる、協調支援型の信用保証制度を新設する。経営改善・事業再生に取り組む事業者の資金繰りを後押しする信用保証制度を新設する。成長する中

小企業に対しても、資本性劣後ローンの利用を促進する。中小企業活性化協議会による再生計画策定の支援等を通じ、経営改善・事業再生・再チャレンジを支援する。

〇 経営者の判断により早期の事業再構築を進めることができるよう、多数決によって金融負債の整理を進めることができる法案について、早期に国会に提出することを目指す。

○ 売上高100 億円超の中小企業を創出し、また、その候補となる中小企業の生産性向上を促すため、それらの事業転換、革新的な新商品・サービスの開発、販路開拓、海外展開、Ｍ＆Ａ、人材育成等をハード・

ソフトの両面で支援する。売上高100 億円超を目指す中小企業に対し、官民ファンドからのリスクマネー供給及びハンズオン支援を行うとともに、その設備投資に対する支援策を検討する。国際協力銀行（ＪＢ

ＩＣ）を通じて、成長力に資する国内の中堅・中小企業の海外展開について、地域金融機関とともに支援する。

〇 中小企業の生産性向上と成長を加速するため、地域の金融機関、ＩＴベンダー、コンサルタント等の支援機関と連携するＩＴ導入・活用支援の更なる充実、全国43の地域ＤＸ推進ラボとよろず支援拠点の連携

強化を通じて、全国的にＤＸ支援の裾野を拡大する。

小規模事業者の持続的発展に向け、2024 年度内を目途に、商工会・商工会議所の広域連携の促進を含め、小規模企業振興基本計画を見直す。

施策例

• 事業承継税制の特例措置における役員就任要件等の見直しの検討（経済産業省）【税制】

• 中小企業活性化・事業承継総合支援（経済産業省）

• 「早期経営改善計画策定支援」を活用した民間金融機関による経営改善支援の促進（経済

産業省）

• 民間金融機関のプロパー融資を引き出す新たな保証制度（経済産業省）

• 経営改善サポート保証制度（経営改善・再生支援強化型）（経済産業省）

• 日本政策金融公庫等による資金繰り支援（内閣府、財務省、厚生労働省、経済産業省）

• 事業再構築法制の整備（経済産業省）【制度】

• 売上100 億超への成長を目指す中小企業へのファンド出資（経済産業省）

• 売上100 億超への成長を目指す中小企業への設備投資支援（経済産業省）

• 国際協力銀行（ＪＢＩＣ）による地方創生に資する中堅・中小企業向け金融支援（財務

省）

• 生活衛生関係営業物価高騰等対応・経営支援事業（厚生労働省）

• 事業環境変化対応型支援事業（経済産業省）＜再掲＞

• 小規模企業振興基本計画の変更（経済産業省）【その他】 等
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令和６年度総合経済対策における賃上げ支援関係施策

• 最低賃金の引上げに向けた環境整備を支援する業務改善助成金（厚生労働省）

• 事業環境変化対応型支援事業（経済産業省）

• 令和６年度税制改正で拡充した賃上げ促進税制の活用促進（経済産業省）

1 . 最低賃金の引上げ

• 中小企業取引対策事業（経済産業省）

• 価格転嫁円滑化の取組に関する調査（公正取引委員会）

• 価格転嫁対策等の広報強化（公正取引委員会）

• 下請法改正の検討（公正取引委員会）【制度】

• 近年の資材価格の高騰の影響等を考慮した公共事業等の実施（国土交通省）

• 建設産業・不動産業の生産性向上のための市場環境整備等（国土交通省）

• 物流の革新と持続的成長に向けた中長期計画を踏まえた取組の推進（国土交通省）

• 自動車整備業の人材確保に必要な賃上げ等調査事業（国土交通省）

• クリエイター支援のための取引適正化に向けた実態調査（公正取引委員会）

• クリエイター事業者支援事業（事業化・海外展開推進）（経済産業省）

• 分野横断権利情報検索システム及び個人クリエイター等権利情報登録システムの構築事業（文

部科学省）

• 放送コンテンツ等のネット配信の促進に関する調査研究（総務省） 等

2 . 持続的・構造的賃上げに向けた価格転嫁等の取引適正化

の推進

• 中小企業の成長投資・生産性向上投資・省力化投資等の一体的な支援（経済産業省）

• 中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の大規模成長投資補助金（経済産業省）

• 製造業・サービス業の人手不足解消に資するロボット開発環境の構築（経済産業省）

• 地域未来投資促進法等を活用した土地利用転換手続の迅速化（経済産業省、国土交通省）【そ

の他】

• 地域未来投資促進税制の活用促進（経済産業省）【その他】 等

3 . 省力化・デジタル化投資の促進

• 雇用保険法に基づくリ・スキリング支援策のハローワーク、ハローワークインターネットサー
ビス等を通じた周知広報等（厚生労働省）【その他】

• 訓練ニーズの変化等を踏まえた教育訓練給付の指定講座の拡大（厚生労働省）【制度】
• リカレント教育エコシステム構築支援事業（文部科学省）
• 地域金融機関取引事業者支援高度化事業（金融庁）
• 「年収の壁・支援強化パッケージ」の着実な実行と年金制度等の見直し（内閣府、厚生労働

省）【制度】
• 非正規雇用労働者の待遇改善に向けた取組（厚生労働省）【その他】
• 介護離職防止のための仕事と介護の両立支援制度等の活用促進等（厚生労働省）【その他】
• 育児休業取得に向けた環境整備を支援する「両立支援等助成金」の拡充（厚生労働省）
• 勤務間インターバル制度の導入促進（厚生労働省）【その他】
• テレワーク普及促進対策（厚生労働省）
• 「多様な正社員」制度導入支援等事業（厚生労働省）【その他】
• 「自爆営業」の根絶（内閣府、厚生労働省）【制度】
• 副業・兼業の円滑化（内閣府、厚生労働省）【制度】
• フリーランス・事業者間取引適正化等法の着実な執行（公正取引委員会、厚生労働省、経済産

業省）【制度】
• フリーランス・ギグワーカーの労働者性及び保護の在り方（内閣府、厚生労働省）【制度】
• 36 協定の本社一括届出の対象の拡大（内閣府、厚生労働省）【制度】
• 労働関係の書面・押印・対面規制の撤廃（内閣府、厚生労働省）【制度】
• 人口減少や医療機関の経営状況の急変に対応する緊急的な支援パッケージ（厚生労働省）
• 介護人材確保・職場環境改善等に向けた総合対策（厚生労働省）
• 障害福祉人材確保・職場環境改善等に向けた総合対策（こども家庭庁、厚生労働省）等

4 . 人への投資の促進及び多様な人材が安心して働ける環境

の整備

• 事業承継税制の特例措置における役員就任要件等の見直しの検討（経済産業省）【税制】
• 中小企業活性化・事業承継総合支援（経済産業省）
• 「早期経営改善計画策定支援」を活用した民間金融機関による経営改善支援の促進（経済産業

省）
• 民間金融機関のプロパー融資を引き出す新たな保証制度（経済産業省）
• 経営改善サポート保証制度（経営改善・再生支援強化型）（経済産業省）
• 日本政策金融公庫等による資金繰り支援（内閣府、財務省、厚生労働省、経済産業省）
• 事業再構築法制の整備（経済産業省）【制度】
• 売上100 億超への成長を目指す中小企業へのファンド出資（経済産業省）
• 売上100 億超への成長を目指す中小企業への設備投資支援（経済産業省）
• 国際協力銀行（ＪＢＩＣ）による地方創生に資する中堅・中小企業向け金融支援（財務省）
• 生活衛生関係営業物価高騰等対応・経営支援事業（厚生労働省）
• 事業環境変化対応型支援事業（経済産業省）＜再掲＞
• 小規模企業振興基本計画の変更（経済産業省）【その他】 等

5 . 中堅・中小企業の経営基盤の強化・成長の支援
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⚫ 厚生労働省及び関係省庁での賃金引上げに向けた取組について

• 経済対策概要

• 厚生労働省における取組

• 関係省庁における取組

• 消費者庁

⚫ 「年収の壁」を意識せずに働くことが出来る環境づくりに向け
た取組について

⚫ 賃上げ調査・分析等について
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2024年11月26日（火）政労使の意見交換 資料１
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施策名：最低賃金の引上げに向けた環境整備を支援する業務改善助成金

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

最低賃金の引上げに向けた環境整備を図るため、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）の引上げを図る
中小企業・小規模事業者の生産性向上に向けた取組を支援する。

生産性向上に資する設備投資などを実施し業務改善を行うとともに、事業場内最低賃金を一定額以上引き上げる中小企業・小規模事業者に対し、そ

の業務改善に要した経費の一部を助成する。

生産性向上に向けた設備投資などの費用を助成し、中小企業・小規模事業者が賃上げしやすい環境を整備することで、持続的賃上げの実現を図る。

【助成対象】

・中小企業事業者であること
・事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が50円以内であること

引き上げる
労働者数

引上げ額

30円 45円 60円 90円

1人 30（60） 45（80） 60（110） 90（170）

2～3人 50（90） 70（110） 90（160） 150（240）

4～6人 70（100） 100（140） 150（190） 270（290）

7人以上 100（120） 150（160） 230 450

10人以上(※) 120（130） 180 300 600

【助成上限額】（カッコ内は事業場規模30人未満の事業者）

※ 引上げ労働者数10人以上の上限額は一定の要件を満たした場合に適用

（単位：万円）

【助成率】

900円未満 900円以上950円未満 950円以上

9/10 4/5(9/10) 3/4(4/5)

（）内は生産性要件を満たした事業場の場合

厚生労働省（都道府県労働局） 中小企業等

申請

助成

【実施主体等】

令和６年度補正予算案 297億円 労働基準局賃金課
（内線5348）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

○

⑤成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

【最低賃金の引上げに対応する中小企業・小規模事業者向け生産性向上支援】

厚
労
省
の
取
組
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２ 事業の概要・スキーム

(1)手当等支給メニュー 50万円（37.5万円）（※１）

(2)労働時間延長メニュー 30万円（22.5万円）

※１ 1～3年目までの各要件を全て満たした場合の３年間の合計額
※２ １年目に手当等支給、２年目に労働時間延長を実施する場合の

2年間の合計額は50万円

賃金規定等改定コース
有期雇用労働者等の基本給を定める賃金規定
を３％以上増額改定し、その規定を適用

コース名／コース内容

障害者正社員化コース
障害のある有期雇用労働者等を正規雇用労働者等に転換

賃金規定等共通化コース
有期雇用労働者等と正規雇用労働者との
共通の賃金規定等を新たに規定・適用

賞与・退職金制度導入コース
有期雇用労働者等を対象に賞与・退職金制度

を導入し、支給又は積立てを実施

社会保険適用時処遇改善コース
短時間労働者を新たに社会保険に適用した際に、
手当等の支給、賃上げ、労働時間の延長等を実施

※手当等の支給は、労働者の社会保険料相当額以上等

※労働時間の延長は、週あたり４時間以上等

■勤務地限定・職務限定・短時間正社員

制度を新たに規定し転換

   １事業所当たり 40万円（30万円）

１ 事業の目的

キャリアアップ助成金

労働保険特別会計 一般
会計労災 雇用 徴収

○

雇用環境・均等局 有期・短時間労働課（内線5268）
職業安定局 障害者雇用対策課（内線5868）

有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者（以下「有期雇用労働者等」）といったいわゆる非正規雇用労働者の企業内のキャリアアップを促進するため、
正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して包括的に助成

令和６年度当初予算額 1,106億円（829億円）※（）内は前年度当初予算額

支給額（１人当たり） 加算措置／加算額（１人当たり）

➀有期→正規： 80万円（60万円）（※）

➁無期→正規： 40万円（30万円）（※）

※ 6か月ごとに2回支給した場合の合計額

➀有期→正規： 90万円 (67.5万円)

➁有期→無期： 45万円 ( 33万円)

➂無期→正規： 45万円 ( 33万円)

※( )は、大企業の場合の額。

※加算措置要件を満たした場合は、支給額＋加算額を助成。

※障害者正社員化コースについては、重度障害者の場合は、

➀120万円(90万円)➁➂60万円（45万円）となる。

１事業所当たり 60万円 ( 45万円）

１事業所当たり 40万円 (  30万円)

■「職務評価」の活用により実施 １事業所当たり 20万円（15万円）

賞与・退職金制度導入コース

■同時に導入した場合 １事業所当たり 16.8万円（12.6万円）

■派遣労働者を派遣先で

正規雇用労働者として直接雇用

     28.5万円

正社員化コース

賃金規定等改定コース

■母子家庭の母等又は父子家庭の父

➀ 9.5万円

➁4.75万円

令和５年度実績：65,598件、

令和５年度執行額：521.9億円

➀３％以上５％未満： 5万円 ( 3.3万円）

➁５％以上 ：6.5万円 ( 4.3万円）

■人材開発支援助成金の

特定の訓練修了後に正社員転換

➀ 9.5万円

➁4.75万円

※自発的職業能力開発訓練または

定額制訓練の修了後に正社員転換

   ➀ 11万円
② 5.5万円

正社員化コース

有期雇用労働者等を正社員化（※）

※多様な正社員（勤務地限定・職務限定・短時間正社員）を含む

➢ 正社員化後6か月間の賃金が正社員化前6か月間の賃金と

比較して３％以上増額していることが必要
➢ 有期雇用労働者の雇用期間を現行の「6か月以上3年以内」から「6か

月以上５年以内」に緩和し、５年超の者は無期雇用労働者とみなす。

※国（都道府県労働局）で支給事務を実施

■通常の正社員転換制度を新たに規定し転換

   １事業所当たり 20万円（15万円）

※令和５年度補正予算額 制度要求

年収の壁・
支援強化
パッケージ
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労
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【参考】令和 7年度予算案における「賃上げ」支援助成金パッケージ

キャリアアップ助成金（正社員化コース・賃金規定等改定コース）
【633億円】

①非正規雇用労働者を正社員転換し、従前よりも賃金を３％以上増加させた
場合（正社員化コース）、②非正規雇用労働者の基本給を定める賃金規定を
３％以上増額改定し、その規定を適用した場合（賃金規定等改定コース）に
助成
➣賃金規定等改定コースにつき、賃上げ率の新たな区分を設定（２区分→４
区分、賃上げ率６％以上の場合はさらに引き上げ）、昇給制度を新たに設
けた場合の加算措置の創設働き方改革推進支援助成金 【92億円】

労働時間削減等に向けた環境整備のために外部専門家のコンサルティ
ング、労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施し、改善の成
果を上げた場合に助成
➣対象労働者の現行の賃金額を３％、５％増加させた場合の加算に加え、
７％の場合の助成強化、恒常的な長時間労働が認められる企業における設
備投資について、一部助成対象の要件を緩和

人材確保等支援助成金（雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）

【制度要求】
雇用管理改善につながる制度等（賃金規定・人事評価制度や職場内の雇

用環境の整備等）を導入し、離職率低下を実現した事業主に対して助成

➢ 雇用管理制度助成コースを令和７年度から再開する際、人事評価改善等

助成コース（※）を統合の上、作業負担を軽減する機器導入への支援や

対象労働者の賃金を５％以上増加させた場合の加算を導入

（※）人事評価制度を整備、年功のみによらない賃金制度を設ける事業主への助成

業務改善助成金 【15億円】
※令和６年度補正予算額297億円

事業場内最低賃金を一定額以上引き上げ、生産性向上に資する設備投資
等を行った場合に、その設備投資などにかかった費用の一部を助成
➢ 地域間格差に配慮した助成率区分等の再編、支援時期等の見直し重点化

産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース） 【5億円】

◆ 労働者のスキルアップを在籍型出向により行うとともに、当該出向から復
帰した際又は出向開始１年後等の賃金を出向前と比して５％以上増加させた
事業主（出向元）に対し、出向中の賃金の一部を助成

人材開発支援助成金 【542億円】

職務に関連した専門的な知識及び技能を習得させるための職業訓練等
を実施した場合等に訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等助成
➢ 訓練終了後に賃上げ等した場合の賃金助成額の引き上げ（賃金上昇率
を踏まえた賃金助成額のベースアップの一環として実施）

生産性向上（設備・人への投資等）への支援 正規・非正規の格差是正への支援
拡充

拡充

特定求職者雇用開発助成金(成長分野等人材確保・育成コース)【137億円】

◆ 就労経験のない職業に就くことを希望する就職が困難な者を雇い入れ、人
材育成計画を策定した上で、賃金を雇入れ日から３年以内に５％以上増加さ
せた事業主に対して助成

早期再就職支援等助成金（雇入れ支援コース、中途採用拡大コース）

【35億円】
◆ 事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者を、離職後３か月以
内に、期間の定めのない労働者として雇い入れたうえで、雇入れ前の賃金と
比して５％以上増加させた事業主に対して助成

◆ 中途採用者の雇用管理制度を整備した上で、①中途採用率を一定以上向上
させた場合、②中途採用率を一定以上向上し、そのうち45歳以上の者で一
定以上拡大させ、かつ、当該45歳以上の者全員の雇入れ時の賃金を雇い入
れ前と比して５％以上増加させた場合のいずれかを満たした場合に助成

生産性向上（設備・人への投資等）や、正規･非正規の格差是正、より高い処遇への労働移動等を通じ、
労働市場全体の「賃上げ」を支援。 （※下線部＝Ｒ７予算案における拡充部分）

より高い処遇への労働移動等への支援

拡充

拡充

拡充
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○ 成長と分配の好循環の実現に向けた継続的な賃上げには、コスト上昇分が適切に価格転嫁できる環境の整

備が必要です。

○ 消費者庁では、賃金上昇が巡り巡ると物価上昇をもたらし得るという共通理解を消費者を含めた社会全体

で醸成すべく、消費者の物価に対する理解を促進するための動画コンテンツを作成し、周知を図っています。

賃金上昇と物価上昇の関係についての周知（消費者庁）

＜メインストーリー＞

✓ 日本は2022年からパン等が値上が
りしている

✓ 30年位、物価も賃金も横ばい

✓ 企業は、原材料費が高騰しても、消
費者離れをおそれ値上げせず、賃上
げもされず

✓ 物価が緩やかに上がりながら、賃金
が上がっていくのが望ましい姿

✓ 値上がりしても商品を購入して応援
する気持ちが大切

＜サブストーリー＞

♯１ 物の値段はどうやって決まる?
✓ 物の値段は基本的に「需給バランス」
で決まる。物価が下がる/上がる状態を、
デフレ/インフレという

♯２ 物価が上がらないのは、なぜ良く
ないの？

✓ 日本は長い間値上げを避けた結果、
90年代の終わり頃から物価も賃金もあ
まり上がらず、外国と差がついてしまった。
これがデフレの良くない理由の一つ。

♯３ 日本の物価・賃金、世界と比べてここが変！
✓ 日本では、海外諸国とは対照的に、この30年、
物価も賃金も上がっていない。物価が上がらないデ
フレの状態が続いていたのが原因。

♯４ 物価はなんで上がらないの？
✓ 原材料費が高騰しても、値上げに敏感な消費者
が離れることをおそれ、価格転嫁ができなかった。

♯５ 物価をウォッチしよう!
✓ 買い物をするとき、その値段となっている理由や
背景を意識して考えてみることが重要。

作成した動画コンテンツは、消費者庁ホームページやYouTubeに掲載し、SNS（X
（旧Twitter）等）を活用した周知・啓発を行っているほか、消費者団体に対して、
当該コンテンツのチラシをお送りするなどして、周知を図っています。

動画コンテンツ「教えて、探偵さん物価上昇！どうする？」

「物の値段はどうやって決まる？」「日本の物価・賃金、世界と比べてここが変！」「物価をウォッチしよう！」
などをテーマにわかりやすく解説。

動画はこちらから

消
費
者
庁
の
取
組
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2021年4月1日

⚫ 厚生労働省及び関係省庁での賃金引上げに向けた取組について

• 経済対策概要

• 厚生労働省における取組

• 関係省庁における取組

• 消費者庁

⚫ 「年収の壁」を意識せずに働くことが出来る環境づくりに向け
た取組について

⚫ 賃上げ調査・分析等について

参考資料



「年収の壁」への当面の対応策（「年収の壁・支援強化パッケージ」）概要

人手不足への対応が急務となる中で、短時間労働者が「年収の壁」を意識せず働くことができる環境づくり

を支援するため、当面の対応として下記施策（支援強化パッケージ）に取り組むこととし、さらに、制度の見

直しに取り組む。

106万円の壁への対応

◆キャリアアップ助成金

キャリアアップ助成金のコースを新設し、

短時間労働者が被用者保険（厚生年金保険・健康保険）

の適用による手取り収入の減少を意識せず働くことが

できるよう、労働者の収入を増加させる取組を行った

事業主に対して、労働者１人当たり最大50万円の支援を

行う。なお、実施に当たり、支給申請の事務を簡素化。

労働者の収入を増加させる取組については、

賃上げや所定労働時間の延長のほか、

被用者保険適用に伴う保険料負担軽減のための手当

（社会保険適用促進手当）として、支給する場合も対象とする。

◆社会保険適用促進手当

事業主が支給した社会保険適用促進手当については、

適用に当たっての労使双方の保険料負担を軽減するため、

新たに発生した本人負担分の保険料相当額を上限として

被保険者の標準報酬の算定において考慮しない。

130万円の壁への対応

配偶者手当への対応

◆企業の配偶者手当の見直しの促進

特に中小企業においても、配偶者手当の見直しが

進むよう、

(1) 見直しの手順をフローチャートで示す等

わかりやすい資料を作成・公表した。

(2) 中小企業団体等を通じて周知する。

◆事業主の証明による被扶養者認定の円滑化

被扶養者認定基準（年収130万円）について、

労働時間延長等に伴う一時的な収入変動による被扶

養者認定の判断に際し、事業主の証明の添付による

迅速な判断を可能とする。

上記のほか、設備投資等により事業場内最低賃金の引上げに取り組む中小企業等に対する助成金（業務改善助成金）の活用も促進。 17



キャリアアップ助成金：社会保険適用時処遇改善コース

社会保険適用時処遇改善コース

➢ 新たに被用者保険を適用するとともに、労働者の収入を増加させる取組を行う事業主に対して助成。

➢ 一事業所当たりの申請人数の上限を撤廃。

➢ 令和７年度末までに労働者に被用者保険の適用を行った事業主が対象。

➢ 支給申請に当たり、提出書類の簡素化など事務負担を軽減。

要 件 1人当たり助成額

①賃金の1 5％以上分を労働者に追加支給 ※ 1
1年目

２0万円

②賃金の1 5％以上分を労働者に追加支給※1

するとともに、3年目以降、以下③の取組
が行われること

2年目

２0万円

③賃金の18％以上を増額※2させていること
3年目

10万円

週 所 定 労 働 時 間
の 延 長

賃 金 の 増 額 1 人 当 た り 助 成 額

① ４時間以上 ー

30万円

②
3時間以上
4時間未満

5 %以上

③
2時間以上
3時間未満

1 0 %以上

④
１時間以上
2時間未満

1５%以上

短時間労働者が新たに被用者保険の適用となる際に、労働者の収入を増加させる取組を行った事業主に対して、一定期間助成を行う

ことにより、壁を意識せず働くことのできる環境づくりを後押しするため、コースを新設し、複数のメニューを設ける。

（１）手当等支給メニュー（手当等により収入を増加させる場合） （２）労働時間延長メニュー（労働時間延長を組み合わせる場合）
＜現行の短時間労働者労働時間延長コースの拡充＞

（３）併用メニュー
１年目に（１）の取組による助成（20万円）を受けた後、

２年目に（２）の取組による助成（30万円）を受けることが可能。

(注)・助成額は中小企業の場合。大企業の場合は３／４の額。
・①、②の賃金は標準報酬月額及び標準賞与額、③の賃金は基本給。
・１、２年目は取組から６ヶ月ごとに支給申請（１回あたり10万円支給）。
３年目は６ヶ月後に支給申請。

※１ 一時的な手当（標準報酬月額の算定に考慮されない「社会保険適用促進手
当」）による支給も可。

※２ 基本給のほか、被用者保険適用時に設けた一時的な手当を恒常的なものとす
る場合、当該手当を含む。労働時間の延長との組み合わせによる増額も可。
また、２年目に前倒して③の取組（賃金の増額の場合のみ）を実施する場合、
３回目の支給申請でまとめて助成（30万円）。

(注)・助成額は中小企業の場合。大企業の場合は３／４の額。
・取組から６ヶ月後に支給申請。
・賃金は基本給。
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年収の壁 こんな不安がありませんか？

年末に向けて、年収が106万円を超えないように、働く時間を調整しない

といけないな・・・

その調整必要ですか？働き控えをする前に、一度、社会保険（厚生年金・健康保険）の

加入の条件を見てみましょう

その１

社会保険の加入の条件（これらをすべて満たす）

大丈夫です！収入が一時的に上がったとしても、事業主がその旨を証明することで、

連続２回まで引き続き被扶養者認定が可能です。

社会保険に入るとどんなメリットがあるの？

１月～９月 11月 12月

繁忙期に残業が発生
（残業代：計20万円）

10月

配偶者の加入する
健保組合・協会けんぽ

例：毎月10万円（年収120万円）で働くパートの方が残業により一時的に収入増になった場合

事業主証明で引き続き
被扶養認定します

事
業
主
証
明

収入が増えたけど一時的なので事業主に証明してもらおう！

その2

残業時間や残業代は含ま
れないんだね！

私の場合、年収130万円（※）を超えると扶養から外れてしまうから、働く

時間を調整しないといけないな・・・

※被扶養者の認定は、年間収入（残業代を含む全ての収入）に基づいて行われます。

１分で分かる解説動画は
こちら

10万円

年収の壁を超えて働く場合、「年収の壁」内で働く場合と比べて給与所得と年金所得の増加が

配偶者手当等の減少を大きく上回り、世帯の生涯可処分所得が増加するという試算もあります。

社会保険の加入拡大の年金のメリット
厚生年金が上乗せで
保障がさらに充実

社会保険の加入拡大の医療のメリット
病気・けがや出産で会社
を休んでもより安心

受付時間 平日 ８:３０～１８：１５
（土日・祝日・年末年始（12/29～１/３）除く）

年収の壁突破・総合相談窓口（フリーダイヤル・無料）

0120-030-045

社会保険加入による変化を計算してみましょう

厚生労働省
年収の壁
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従業員の就業調整にお困りの経営者・人事ご担当の皆さま

従業員が年末に就業時間を調整してしまう

人材を長期で定着させたい

こんなお悩みありませんか?

キャリアアップ助成金を活用した事業主の皆さまの声が届いています

手取り額を減らさない企業に

１人あたり

最大50万円を支援

従業員の収入を増加させる取組

（手当の支給や労働時間の延長）

を行う企業へ労働者1人当たり最

大50万円を支援。

社会保険への加入により、人材の

定着も期待できます。

「年収の壁」って何？
いわゆる「106万円の壁」。

厚生年金、健康保険に加入するこ

とで、社会保険料の支払いが発生

します。

従業員51人以上、月額8.8万円以上、

週20時間以上の企業で勤務している

場合

「就業調整」をなんとかしたい
その就業調整は不要です！

社会保険の加入の条件は、雇用契

約時の所定内賃金で判断し、残業

代などは含みません。

また、社会保険への加入とともに、

従業員の収入を増加させる取り組

みをすると、キャリアアップ助成金

が受けられます。

年末に従業員が就業時間を調整してシ

フトが組めない

キャリアアップ助成金とは？

キャリアアップ助成金で

年収の壁を突破しませんか

A．助成金の開始以降、約１万９０００事業所から助成金の計画を受理しています。（令和６年10月現在）

大阪府 Ｃ社

キャリアアップ助成金を活用した事業主の皆さまの声

キャリアアップ助成金（社会保険適用時処遇改善コース）への質問

Q．助成金はすぐに申請できますか？

A．「社会保険適用促進手当」等を支給したり、労働時間を延長したりして労働者の収入を増加

させる取組を行った後に申請していただきます。

まず、従業員と面談を実施し、社会保険制度や加入のメリット※を周知するとともに、働き

方の希望を確認してください。

取組を開始する前に、取組内容にチェックを入れ、取組予定労働者数を記載した計画を都道

府県労働局に提出してください。６か月の取組実施後、支給申請となります。

キャリアアップ助成金の詳細については、都道府県労働局またはハローワークまでお問合せください。

各都道府県の働き方改革推進支援センターでも助成金に関する相談を受け付けています。

最寄りのセンターの連絡先

年収の壁突破・総合相談窓口（フリーダイヤル・無料）

働き方改革推進支援センター 無料相談窓口 検索

0120-030-045

A．申請書には、①事業所の所在地や雇用保険適用事業所番号等の事業主の情報、②対象となる従

業員の標準報酬月額（手当等支給メニュー）や取組前後の延長時間（労働時間延長メニュー）等の

従業員の情報を記載してください。

主な添付書類は、従業員の雇用契約書と賃金台帳等です。

Q．助成金の申請には何が必要ですか？

※ 従業員向け説明資料や、詳細については右下の厚生労働省ウェブサイトをご参照ください

Q．周りに聞いても、助成金を活用しているという事業主を知りません。

従業員との丁寧な対話を重ねた上で助成金の活

用を行った結果、就業調整をしていた従業員の

労働時間が増加し、人手不足の解消につなげる

ことができた。

助成金制度の紹介動画を作成し、各店舗で対

象者に面談を実施し、勧奨を行った結果、従業

員の労働時間が増加し、人手不足の解消につ

ながった。

社会保険加入の勤務形態に転換する従業員

に対し、助成金を原資として、一時金を支給。

結果、経験豊富な従業員が労働時間を延ばし

て活躍するようになり、より高い水準での運

営が可能となった。

パート従業員に対し、助成金を活用した社会

保険の加入を進めた結果、パート従業員が就

業調整を行わなくなり、正社員の時間外労働

の大幅な削減ができた。

東京都 Ａ社 大阪府 Ｂ社

山形県 Ｄ社

小売り業飲食業

娯楽業 卸売業

助成金を検討される場合は、お気軽に下記の問合せ先までご連絡ください

厚生労働省
ウェブサイト

受付時間 平日 8:30～18:15
（土日・祝日・年末年始（12/29～１/３）除く）

2020
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⚫ 厚生労働省及び関係省庁での賃金引上げに向けた取組について

• 経済対策概要

• 厚生労働省における取組

• 関係省庁における取組

• 消費者庁

⚫ 「年収の壁」を意識せずに働くことが出来る環境づくりに向け
た取組について

⚫ 賃上げ調査・分析等について

参考資料



賃金は停滞してきた

 賃金については、1970年からおおむね1990年代前半までは、ほぼ一貫して増加している一方で、1990年代

後半以降、それまでの増加トレンドから転換し、減少又は横ばいで推移している。

（※）1970年代～1990年代前半までは、名目労働生産性と名目賃金がどちらもほぼ一貫して増加しており、両者は極めて

強く連動していたが、1990年代後半以降、生産性の上昇ほどは賃金が増加しづらい状況が継続している

22
資料出所 内閣府「国民経済計算（平成２年基準（1968SNA)、平成12年基準（1993SNA)、平成27年基準（2008SNA)）」をもとに作成。
（注） 一人当たり名目労働生産性は、国内総生産（ＧＤＰ)を就業者数で除して算出。一人当たり名目賃金は、雇用者報酬（平成２年基準では雇用者所得）

を雇用者数で除して算出。

一人当たり名目労働生産性

一人当たり名目賃金

100

200

300

400

500

600

700

1970 80 90 2000 10 21

(1970年=100)

(年)

1970年代：

高い賃金上昇率が更

なる物価上昇につな

がりかねないことへ

の懸念

1980年代：

賃金上昇の落ち着き

は、我が国が安定成

長に移行したことに

よるもの

1990年代後半：

賃金の伸びの停滞が

消費等の停滞につな

がっているのではな

いかという懸念

2000年代前半：

フリーターや就職氷

河期等の雇用の安定

が社会の大きな関心

事となった

2010年代：

雇用情勢が改善し、

多様な働き方やワー

ク・ライフ・バラン

ス等の要素にも注目

が集まる

一人当たり名目労働生産性・名目賃金の推移と労働経済白書（労働白書）での記述等



消費者物価上昇率、名目賃金上昇率、実質賃金上昇率の推移
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（資料出所）総務省「消費者物価指数」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注）毎月勤労統計調査は30人以上事業所、調査産業計、就業形態計が対象（毎月勤労統計で一般的に報道されるのは５人以上事業所が対象）

（年）

消費者物価上昇率
（持家の帰属家賃を除く総合）

名目賃金上昇率（実線）

実質賃金上昇率（点線）

名目賃金上昇率が
消費者物価上昇率を

上回る傾向

名目賃金上昇率が
消費者物価上昇率と

同程度若しくは下回る傾向
直近では名目賃金上昇率が
消費者物価上昇率を上回って

いる月もあり

 1997年以前は名目賃金上昇率が物価上昇率を上回っていたが、以降は同程度もしくは下回っている傾向。

 消費者物価上昇率は、2022年度以降増加傾向にあり、３％前後で推移。

 名目賃金上昇率は、2021年以降おおむねプラスで推移。実質賃金上昇率は、2022年度以降マイナスが続い

たが、直近ではプラスになる月もあり。

23



一人当たり名目賃金・実質賃金の推移

24

 過去30年間にわたり、我が国の一人当たり賃金はおおむね横ばい。
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（資料出所）OECD「Average annual wages」により作成。
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労働時間当たり実質GDP

25

 労働時間当たり実質GDPは主要先進国と遜色ない伸び。

（資料出所）OECD「GDP per hour worked」により作成。
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実質労働生産性と時間当たり実質賃金の推移

26

 時間当たり実質賃金は、労働生産性ほどは上昇していない。

90
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115

120

125

130

2000 03 06 09 12 15 18 21 23

労働生産性

時間当たり実質賃金

（資料出所）内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査（基本集計）」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」により作成。
（注）労働生産性、時間当たり実質賃金はいずれもマンアワーベース

労働生産性は、国民経済計算の実質GDPを労働力調査の就業者数と毎月勤労統計統計の労働時間数（５人以上事業所、常用労働者計）で除したものについて、2000年を100としたもの
時間当たり実質賃金は、国民経済計算の実質雇用者報酬を労働力調査の雇用者数と毎月勤労統計の労働時間数（５人以上事業所、常用労働者計）で除したものについて、2000年を
100としたもの

（2000年＝100）

（年）



賃上げの効果①（社員の離職率や採用に与える影響）

 賃上げは、個別企業にとっては、既存の社員の離職率低下や、社員のやる気を向上させる効果が見られる。

 企業の求人時に、高い求人賃金やボーナスあり等の条件を付けることは、求職者の応募を促す効果があり、

人手不足下における人材確保にも資する可能性がある。
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資料出所：（独）労働政策研究・研修機構「企業の賃金決定に係る調査」（2022年） 資料出所：令和5年度労働経済白書、厚生労働省行政記録情報（職業紹介）

賃上げで企業が実感する効果01 求人条件による被紹介企業への応募増加効果02

※図は、ハローワークにおいてフルタイム労働者の求人賃金の下限を最低賃金

より５％以上高い水準で提示すると、募集人数一人当たり、３か月以内の

ハローワークの応募（被紹介件数）が約10％増加することを意味する



賃上げの効果②（消費や生産に与える影響）

 フルタイム労働者の定期・特別給与が１％増加すると、各々0.2％、0.1％消費を増加させる効果がある。

 全労働者の賃金が１％増加すると、生産額が約2.2兆円増加すると見込まれる。

28

資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、内閣府「県民経済計算（平成12年基準
（1993SNA)、平成17年基準（1993SNA)、平成23年基準（2008SNA)、平成27年基準
（2008SNA)）」、総務省統計局「人口推計」、総務省統計局「国勢調査」、総務
省統計局「労働力調査」

資料出所：総務省「産業連関表」「家計調査」、内閣府「国民経済計算」
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賃上げの状況

 2022年においては、９割超の企業で何らかの賃上げを実施（ただし、ベースアップ実施は約４割）。

 全体として賃上げの動きは継続しているが、中小企業は大企業と比べると賃上げの動きが弱い。

資料出所：厚生労働省「令和５年版 労働経済白書」より引用。
（独）労働政策研究・研修機構「企業の賃金決定に係る調査」（2022年）の個票を厚

生労働省政策統括官付政策統括室にて独自集計
（注）2022年に実施した賃上げについて企業に尋ね（「定期昇給」「ベースアッ

プ」「賞与（一時金）の増額」「諸手当の改定」「新卒者の初任給の増額」「再
雇用者の賃金の増額」「非正規雇用者・パート労働者の昇級」「その他」「いず
れの賃上げも実施していない」から複数選択可。）、実施企業割合を集計 。

賃上げ実施状況05

ベースアップ実施, 

36.2

ベースアップ以外の

賃上げ（定期昇給

等）実施, 56.7

賃上げ未実施, 7.1
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20

40

60

80

100

（１）賃上げ実施状況

（企業割合、％）

賃上げの方法等（2022年）

2024年 賃上げ額・賃上げ率

資料出所：上図は厚生労働省「毎月勤労統計調査」。下図は日本経済団体連合会「2024年春季労使
交渉・大手企業業種別回答状況」、日本商工会議所「中小企業の賃金改定に関する調査」。
回答社数は大企業（経団連調査）が135社、中小企業等（日商調査）が1,586社。
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一般労働者の所定内給与の推移
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令和６年 賃金引上げ等の実態に関する調査（R6 .10 .28）

30

調査結果の概要

１ 賃金の改定状況

（１）賃金の改定の実施状況別企業割合

「１人平均賃金(注)を引き上げた・引き上げる」企業割合 91.2％（前年89.1％）

（２）１人平均賃金の改定額（予定を含む。） 11,961円（前年 9,437円）

改定率（予定を含む。） 4.1％（同 3.2％）

「労働組合あり」の１人平均賃金の改定額（予定を含む。） 13,668円（前年10,650円）

改定率（予定を含む。） 4.5％（同 3.4％）

「労働組合なし」の１人平均賃金の改定額（予定を含む。） 10,170円（前年 8,302円）

改定率（予定を含む。） 3.6％（同 3.1％）
（注）１人平均賃金とは、所定内賃金（諸手当等を含むが、時間外・休日手当や深夜手当等の割増手当、慶弔手当等の特別手当を含まない）の１か月

１人当たりの平均額をいう。

２ 定期昇給等の実施状況

（１）賃金の改定を実施した又は予定している企業及び賃金の改定を実施しない企業における定期昇給の
状況定期昇給を「行った・行う」企業割合 管理職 76.8％（前年71.8％）一般職 83.4％（同 79.5％）

（２）定期昇給制度がある企業におけるベースアップの状況

ベースアップを「行った・行う」企業割合

管理職 47.0％（前年43.4％）一般職 52.1％（同 49.5％）
（厚生労働省政策統括官付参事官付賃金福祉統計室調査）
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山形労働局における業務改善助成金の活用状況

１ 支給決定状況

２ 各年の申請コース利用状況

20円コース 25円コース 30円コース 45円コース 60円コース 90円コース 合計

R３年度 12 － 40 ９ ５ １ 67

R４年度 － － 30 13 4 3 50

R５年度 － － 84 73 23 34 214

R６年度 29 79 58 27 193

申請件数（件） 支給決定件数（件） 支給金額（千円）

R３年度 69 63 39,248

R４年度 73 73 47,171

R５年度 214 144 178,229

R６年度
（12月末現在）

193 61 67,280

（件）

※各年度の申請件数には、当該年度に交付決定できず、翌年度に繰り越した件数も含まれる。
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業務改善助成金の活用事例

【飲食サービス業】

タッチパネル式キャッシュレス
券売機の導入

導
入
前

▲簡易的なレジを使用しており、来
客時に調理を中断していた。
▲手作業での会計や現金補充による
会計ミスが発生していた。

導
入
後

〇オーダーから支払いまで顧客側で
の対応が可能となり、会計対応の時
間を本来の調理業務に充てることが
可能に。
〇会計ミス防止や、管理システムに
より購買状況を把握できるように
なった。

→ 事業場内労働者数：67名
引上げ労働者数：７名 60円コース

【自動車整備業】
ポータブルリフトの導入

導
入
前

▲タイヤ交換時に手作業で車両の
持ち上げ作業をしていた。

導
入
後

〇電動による車両昇降を可能とし、
作業時間が1/3に短縮された。

→ 事業場内労働者数：２名
引上げ労働者数：２名 90円コース

【飲食料品小売業】
ＰＯＳレジシステムの導入

導
入
前

▲売上金額・個数の把握や集計、
レジ打ちを手作業で集計していた。

導
入
後

〇手作業での集計や書類作成がな
くなったことに加え、売れ筋の商
品の把握が可能となり販売業務に
注力することができた。

→ 事業場内労働者数：67名
引上げ労働者数：42名 30円コース

活用事例２ 活用事例３活用事例１
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令
和
６
年
度
業
務
改
善
助
成
金
の
ご
案
内

業
務
改
善
助
成
金
は
、
事
業
場
内
で
最
も
低
い
賃
金
（
事
業
場
内
最
低
賃
金
）
を

3
0
円
以
上
引
き
上
げ
、
生
産
性
向

上
に
資
す
る
設
備
投
資
等
を
行
っ
た
場
合
に
、
そ
の
設
備
投
資
等
に
か
か
っ
た
費
用
の
一
部
を
助
成
す
る
制
度
で
す
。

申
請
期
限
：
令
和
７
年
１
月

3
1
日

（
事
業
完
了
期
限
：
令
和
７
年
２
月

2
8
日
）

事
業
場
内
最
低
賃
金

の
引
き
上
げ
計
画

設
備
投
資
等
の
計
画

機
械
設
備
導
入
､
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン

グ
､
人
材
育
成
･
教
育
訓
練
な
ど

業
務
改
善
助
成
金
を
支
給

（
最
大

6
0

0
万
円
）

業
務
改
善
助
成
金
と
は
？

対
象
と
な
る
設
備
投
資
な
ど

助
成
上
限
額
や
助
成
率
な
ど
の

詳
細
は
中
面
を
チ
ェ
ッ
ク
！

助
成
対
象
事
業
場
に
お
け
る
、
生
産
性
向
上
に
資
す
る
設
備
投
資
等
が
助
成
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

ま
た
、
一
部
の
事
業
者
に
つ
い
て
は
、
助
成
対
象
と
な
る
経
費
が
拡
充
さ
れ
ま
す
。

経
費

区
分

対
象

経
費

の
例

機
器
・
設
備
の
導
入

•
P
O

S
レ
ジ
シ
ス
テ
ム
導
入
に
よ
る
在
庫
管
理
の
短
縮

•
リ
フ
ト
付
き
特
殊
車
両
の
導
入
に
よ
る
送
迎
時
間
の
短
縮

経
営
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ

国
家
資
格
者
に
よ
る
、
顧
客
回
転
率
の
向
上
を
目
的
と
し
た
業
務
フ
ロ
ー
見
直
し

そ
の
他

顧
客
管
理
情
報
の
シ
ス
テ
ム
化

対
象
事
業
者
・
申
請
の
単
位

※
事
業
場
内
最
低
賃
金
の
引
上
げ
計
画
と
設
備
投
資
等
の
計
画
を
立
て
て
申
請
い
た
だ
き
、
交
付
決
定
後
に
計
画
ど
お
り
に
事
業
を
進
め
、
事

業
の
結
果
を
報
告
い
た
だ
く
こ
と
に
よ
り
、
設
備
投
資
等
に
か
か
っ
た
費
用
の
一
部
が
助
成
金
と
し
て
支
給
さ
れ
ま
す
。

•
中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者
で
あ
る
こ
と

•
事
業
場
内
最
低
賃
金
と
地
域
別
最
低
賃
金
の
差
額
が

5
0
円
以
内
で
あ
る
こ
と

•
解
雇
、
賃
金
引
き
下
げ
な
ど
の
不
交
付
事
由
が
な
い
こ
と

以
上
の
要
件
を
満
た
し
た
事
業
者
は
、
事
業
場
内
最
低
賃
金
の
引
上
げ
計
画
と
設
備
投
資
等
の
計
画
を
立
て
、

（
工
場
や
事
務
所
な
ど
の
労
働
者
が
い
る
）
事
業
場
ご
と
に
申
請
い
た
だ
き
ま
す
。

申
請
の
流
れ
や
注
意
事
項
は

裏
面
を
チ
ェ
ッ
ク
！

助
成
対
象
経
費
の
具
体
例
に
つ
い
て
、
詳
し
く
は
、
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
中
面
（
生
産
性
向
上
の
ヒ
ン
ト
集
）
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

別
々
に

申
請

助
成
金
額
の
計
算
方
法

助
成
さ
れ
る
金
額
は
、
生
産
性
向
上
に
資
す
る
設
備
投
資
等
に
か
か
っ
た
費
用
に
一
定
の
助
成
率
を
か
け
た
金
額
と

助
成
上
限
額
と
を
比
較
し
、
い
ず
れ
か
安
い
方
の
金
額
と
な
り
ま
す
。

＜
例
＞

○
事
業
場
内
最
低
賃
金
が

8
9
8
円

→
助
成
率

9
/1

0

○
8
人
の
労
働
者
を

9
8
8
円
ま
で
引
上
げ
（

9
0
円
コ
ー
ス
）

→
助
成
上
限
額

4
5
0
万
円

○
設
備
投
資
な
ど
の
額
は

6
0
0
万
円

5
4
0
万
円

(＝
6
0
0
万
円
×

9
/1

0
)

4
5

0
万
円

(＝
助
成
上
限
額

)
＞

4
5

0
万
円
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

（
設
備
投
資
費
用
×
助
成
率
）

（
9
0
円
コ
ー
ス
の
助
成
上
限
額
）

工
場

A
事
務
所

B

計
画
の
承
認

と
実
施
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助
成
上
限
額
・
助
成
率

コ
ー
ス

区
分

事
業
場
内

最
低
賃
金
の

引
き
上
げ
額

引
き
上
げ
る

労
働
者
数

助
成
上
限
額

右
記
以
外

の
事
業
者

事
業
場
規
模

3
0
人
未
満
の

事
業
者

3
0
円

コ
ー
ス

3
0
円
以
上

１
人

3
0
万
円

6
0
万

円

２
～
３
人

5
0
万
円

9
0
万

円

４
～
６
人

7
0
万
円

1
0

0
万

円

７
人
以
上

1
0

0
万
円

1
2

0
万

円

1
0
人
以
上
※

1
2

0
万
円

1
3

0
万

円

4
5
円

コ
ー
ス

4
5
円
以
上

１
人

4
5
万
円

8
0
万

円

２
～
３
人

7
0
万
円

1
1

0
万

円

４
～
６
人

1
0

0
万
円

1
4

0
万

円

７
人
以
上

1
5

0
万
円

1
6

0
万

円

1
0
人
以
上
※

1
8

0
万
円

1
8

0
万
円

6
0
円

コ
ー
ス

6
0
円
以
上

１
人

6
0
万
円

1
1

0
万

円

２
～
３
人

9
0
万
円

1
6

0
万

円

４
～
６
人

1
5

0
万
円

1
9

0
万

円

７
人
以
上

2
3

0
万
円

2
3

0
万
円

1
0
人
以
上
※

3
0

0
万
円

3
0

0
万
円

9
0
円

コ
ー
ス

9
0
円
以
上

１
人

9
0
万
円

1
7

0
万

円

２
～
３
人

1
5

0
万
円

2
4

0
万

円

４
～
６
人

2
7

0
万
円

2
9

0
万

円

７
人
以
上

4
5

0
万
円

4
5

0
万
円

1
0
人
以
上
※

6
0

0
万
円

6
0

0
万
円

助
成
上
限
額

9
0

0
円
未
満

9
/
1

0

9
0

0
円
以
上

9
5

0
円
未
満

４
/
５

(9
/
1

0
)

9
5

0
円
以
上

３
/
４

(4
/
5

)

（
）
内
は
生
産
性
要
件
を
満
た
し
た
事
業
場
の
場
合

※
 1

0
人
以
上
の
上
限
額
区
分
は
、
特
例
事
業
者
が
、

1
0
人
以
上
の
労
働
者
の
賃
金
を
引
き
上
げ
る

場
合
に
対
象
に
な
り
ま
す
。

 事
業
場
内
最
低
賃
金
で
あ
る
労
働
者

 事
業
場
内
最
低
賃
金
で
あ
る
労
働
者
の
賃
金
を
引
き
上
げ
る
こ
と
に
よ
り
、
賃
金
額
が
追
い
抜
か
れ
る
労
働
者

が
「
引
き
上
げ
る
労
働
者
」
に
算
入
さ
れ
ま
す
。

（
た
だ
し
、
い
ず
れ
も
申
請
コ
ー
ス
と
同
額
以
上
賃
金
を
引
き
上
げ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
）

＜
例
：
事
業
場
内
最
低
賃
金

9
5
0
円
の
事
業
場
で

3
0
円
コ
ー
ス
を
申
請
す
る
場
合
＞

Ａ
：
事
業
場
内
最
低
賃
金
で
あ
る
労
働
者
な
の
で
、
「
引
き
上
げ
る
労
働
者
」
に
算
入
可

Ｂ
：
申
請
コ
ー
ス
以
上
賃
金
を
引
き
上
げ
て
い
な
い
の
で
、
算
入
不
可

Ｃ
：
Ａ
に
賃
金
額
が
追
い
抜
か
れ
る
労
働
者
で
あ
り
、
か
つ
、
申
請
コ
ー
ス
以
上
賃
金
を
引
き
上

げ
て
い
る
の
で
、
算
入
可

Ｄ
：
既
に
引
上
げ
後
の
事
業
場
内
最
低
賃
金
以
上
な
の
で
、
算
入
不
可

助
成
率

「
引
き
上
げ
る
労
働
者
数
」
の
数
え
方

①
賃
金

要
件

申
請
事
業
場
の
事
業
場
内
最
低
賃
金
が

9
5
0

円
未
満
で
あ
る
事
業
者

②
物
価

高
騰
等

要
件

原
材
料
費
の
高
騰
な
ど
社
会
的
・
経
済
的
環

境
の
変
化
等
の
外
的
要
因
に
よ
り
、
申
請
前

３
か
月
間
の
う
ち
任
意
の
１
か
月
の
利
益
率

が
前
年
同
月
に
比
べ
３
％
ポ
イ
ン
ト
※
以
上

低
下
し
て
い
る
事
業
者

特
例
事
業
者

※
「
％
ポ
イ
ン
ト
（
パ
ー
セ
ン
ト
ポ
イ
ン
ト
）
」
と
は
、
パ
ー
セ

ン
ト
で
表
さ
れ
た
２
つ
の
数
値
の
差
を
表
す
単
位
で
す
。

以
下
の
要
件
に
当
て
は
ま
る
場
合
が
特
例
事
業
者
と

な
り
ま
す
。
な
お
、
②
に
該
当
す
る
場
合
は
、
助
成

対
象
経
費
の
拡
充
も
受
け
ら
れ
ま
す
。

＜
事
業
場
内
最
低
賃
金
と
は
？
＞

事
業
場
で
最
も
低
い
時
間
給
を
指
し
ま
す
。

（
た
だ
し
、
業
務
改
善
助
成
金
で
は
、
雇
入

れ
後
３
か
月
を
経
過
し
た
労
働
者
の
事
業
場

内
最
低
賃
金
を
引
き
上
げ
て
い
た
だ
く
必
要

が
あ
り
ま
す
。
）

事
業
場
内
最
低
賃
金
の
計
算
方
法
は
、
地
域

別
最
低
賃
金
（
国
が
例
年

1
0
月
頃
に
改
定
す

る
都
道
府
県
単
位
の
最
低
賃
金
額
）
と
同
様
、

最
低
賃
金
法
第
４
条
及
び
最
低
賃
金
法
施
行

規
則
第
１
条
又
は
第
２
条
の
規
定
に
基
づ
い

て
算
定
さ
れ
ま
す
。

ご
不
明
点
が
あ
れ
ば
、
管
轄
の
労
働
局
雇
用

環
境
・
均
等
部
室
ま
た
は
賃
金
課
室
ま
で
お

尋
ね
く
だ
さ
い
。

物
価
高
騰
等
要
件
に
該
当
す
る
事
業
者
は
、
一
定
の

自
動
車
の
導
入
や
パ
ソ
コ
ン
等
の
新
規
導
入
が
認
め

ら
れ
る
場
合
が
ご
ざ
い
ま
す
。
詳
し
く
は

P
3
の

「
助
成
対
象
経
費
の
特
例
」
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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賃
金
引
き
上
げ
に
当
た
っ
て
の
注
意
点

助
成
対
象
経
費
の
具
体
例

助
成
対
象
経
費
の
具
体
例
は
、
「
生
産
性
向
上
の
ヒ
ン
ト
集
」
や
厚
生
労
働
省
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

生
産
性
向
上
の
ヒ
ン
ト
集

検
 索

•
地
域
別
最
低
賃
金
の
発
効
に
対
応
し
て
事
業
場
内
最
低
賃
金
を
引
き
上
げ
る
場
合
、
発
効
日
の
前
日
ま
で
に
引
き
上
げ
て

い
た
だ
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

•
引
き
上
げ
後
の
事
業
場
内
最
低
賃
金
額
と
同
額
を
就
業
規
則
等
に
定
め
て
い
た
だ
く
必
要
が
ご
ざ
い
ま
す
。

•
令
和
６
年
度
よ
り
、
複
数
回
に
分
け
て
の
事
業
場
内
最
低
賃
金
の
引
上
げ
は
認
め
ら
れ
な
く
な
り
ま
し
た
の
で
、
ご
注
意

く
だ
さ
い
。

（
例
）

1
0
月

1
日
に
新
し
い
地
域
別
最
低
賃
金
（

1
,0

0
0
円
→

1
,0

5
0
円
）
が
発
効
さ
れ
る
場
合

発
効
日
の
前
日
（

9
月

3
0
日
）
ま
で
に
事

業
場
内
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
（

1
,0

0
5

円
→

1
,0

5
0
円
）
を
完
了
（
※
）

発
効
日
の
当
日
（

1
0
月
１
日
）
に

事
業
場
内
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ

（
1
,0

0
5
円
→

1
,0

5
0
円
）
を
実
施

対
象
外

対
象
！

助
成
対
象
経
費
の
特
例

特
例
事
業
者
の
う
ち
、
②
物
価
高
騰
等
要
件
に
該
当
す
る
場
合
、
通
常
は
、
助
成
対
象
と
な
る
生
産
性
向
上
に
資
す
る
設

備
投
資
等
と
し
て
認
め
ら
れ
て
い
な
い
パ
ソ
コ
ン
等
や
一
部
の
自
動
車
も
助
成
対
象
と
な
り
ま
す
（
パ
ソ
コ
ン
等
は
新
規

導
入
に
限
り
ま
す
）
。

助
成

対
象

経
費

一
般

事
業
者

特
例
事
業
者

（
②
の
み
）

生
産
性
向
上
に
資
す
る
設
備
投
資
等

〇
〇

生
産
性
向
上
に
資
す
る
設
備
投
資
等
の
う
ち
、

•
定
員
７
人
以
上
ま
た
は
車
両
本
体
価
格

2
0

0
万
円
以
下
の
乗
用
自
動
車
や
貨
物
自
動
車

•
P

C
、
ス
マ
ホ
、
タ
ブ
レ
ッ
ト
等
の
端
末
と
周
辺
機
器
の
新
規
導
入

×
〇

※
 併
せ
て
、
就
業
規
則
等
に
事
業
場
内
最
低
賃
金
が

1
,0

5
0
円
で
あ
る

旨
、
定
め
て
い
た
だ
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。
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注
意
事
項
・
お
問
い
合
わ
せ
等

業
務
改
善
助
成
金

検
 索

•
過
去
に
業
務
改
善
助
成
金
を
活
用
し
た
事
業
者
も
助
成
対
象
と
な
り
ま
す
。

•
予
算
の
範
囲
内
で
交
付
す
る
た
め
、
申
請
期
間
内
に
募
集
を
終
了
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

•
交
付
決
定
前
に
助
成
対
象
設
備
の
導
入
を
行
っ
た
場
合
は
助
成
の
対
象
と
な
り
ま
せ
ん
。

•
必
ず
最
新
の
交
付
要
綱
・
要
領
で
助
成
要
件
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

（
参
考
）
働
き
方
改
革
推
進
支
援
資
金

日
本
政
策
金
融
公
庫
で
は
、
事
業
場
内
最
低

賃
金
の
引
き
上
げ
に
取
り
組
む
方
に
、
設
備

資
金
や
運
転
資
金
の
融
資
を
行
っ
て
い
ま
す
。

詳
し
く
は
、
事
業
場
が
あ
る
都
道
府
県
の
日

本
政
策
金
融
公
庫
の
窓
口
に
お
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い
。

日
本
政
策
金
融
公
庫

店
舗
検
索（

R
６

.３
）

交
付
申
請
書
等
の
提
出
先
は
管
轄
の
都
道
府
県
労
働
局

 雇
用
環
境
・
均
等
部
（
室
）
で
す

•
生
産
量
要
件
や
関
連
す
る
経
費
が
終
了
し
ま
し
た
。

•
事
業
完
了
期
限
が
、

2
0
2
5
（
令
和
７
）
年
２
月

2
8
日
※
に
な
り
ま
し
た
。

 ※
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ
る
場
合
は
、
理
由
書
の
提
出
に
よ
り
、

2
0
2
5
（
令
和
７
）
年
３
月

3
1
日
と
で
き
る
場
合
が
ご
ざ
い
ま
す
。

•
令
和
６
年
度
か
ら
同
一
事
業
場
の
申
請
は
年
度
内
１
回
ま
で
と
な
り
ま
し
た
。

助
成
金
支
給
の
流
れ

事
業
場
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
労
働
局
に
対
し
、
所
定
の
様
式
で
交
付
申
請
を
行
っ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

労
働
局
に
よ
る
申
請
内
容
の
審
査
を
経
て
交
付
決
定
が
な
さ
れ
た
ら
、
申
請
内
容
に
沿
っ
て
事
業
を
実
施
し
て
く
だ
さ
い
。

事
業
完
了
後
、
労
働
局
に
事
業
実
績
報
告
と
助
成
金
支
給
申
請
を
行
っ
て
い
た
だ
く
と
、
労
働
局
に
よ
る
報
告
内
容
の
審

査
を
経
て
、
助
成
金
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

注
意
事
項

令
和
５
年
度
か
ら
の
主
な
変
更
点

参
考
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

•
厚
生
労
働
省
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
「
業
務
改
善
助
成
金
」

最
新
の
要
綱
・
要
領
や

Q
&

A
（
「
生
産
性
向
上
の
ヒ
ン
ト
集
」
）
、

申
請
書
作
成
ツ
ー
ル
や
業
務
改
善
助
成
金
の
活
用
事
例
集
な
ど
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。

•
最
低
賃
金
特
設
サ
イ
ト

全
国
の
地
域
別
最
低
賃
金
や
中
小
企
業
支
援
事
業
に
つ
い
て
掲
載
し
て
い
る
ほ
か
、

サ
イ
ト
内
の
「
賃
金
引
き
上
げ
特
設
ペ
ー
ジ
」
で
は
、
賃
金
引
き
上
げ
に
向
け
た
取

組
事
例
な
ど
を
紹
介
し
て
い
ま
す
。

お
問
い
合
わ
せ

最
低
賃
金
特
設
サ
イ
ト

検
 索

業
務
改
善
助
成
金
に
つ
い
て
ご
不
明
な
点
は
、
業
務
改
善
助
成
金
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
ま
で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い

電
話
番
号
：

0
1

2
0

-
3

6
6

-
4

4
0
（
受
付
時
間

 平
日

 8
:3

0
～

1
7
:1

5
）

交
付
申
請

交
付
申
請
書
・
事
業
実
施

計
画
書
等
を

都
道
府
県
労
働
局
に
提
出

交
付
決
定

交
付
申
請
書
等
を

審
査
の
上
、
通
知

事
業
の
実
施

申
請
内
容
に
沿
っ
て

事
業
を
実
施

（
賃
金
の
引
き
上
げ
、
設
備
の

導
入
、
代
金
の
支
払
）

事
業
実
績
報
告

労
働
局
に
事
業
実
績
報
告

書
等
と
助
成
金
支
給
申
請

書
を
提
出

交
付
額
確
定
と
助
成
金
支
払
い

事
業
実
績
報
告
書
等
を
審
査
し
、

適
正
と
認
め
ら
れ
れ
ば
交
付
額
の
確
定

と
助
成
金
の
支
払
い
を
実
施

助
成
金
受
領

こ
こ
で
助
成
金
が

振
り
込
ま
れ
ま
す
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申請件数（件） 支給決定件数（件） 支給金額（千円）

R３年度 288 208 148,405

R４年度 317 240 181,638

R５年度 271 294 223,091

R６年度
（12月末現在） 217 189 121,034

山形労働局におけるキャリアアップ助成金の活用状況

賃金規定等改定コース

正社員化コース

申請件数（件） 支給決定件数（件） 支給金額（千円）

R３年度 2 0 0

R４年度 5 6 2,942

R５年度 35 13 15,393

R６年度
（12月末現在） 25 33 35,232
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山形労働局におけるキャリアアップ助成金の活用状況

社会保険適用時処遇改善コース

計画件数
（件）

計画労働者数（人）

手当等支給
メニュー

労働時間延長
メニュー

併用メニュー

R５年度 52 307 343 101

R６年度
（12月末現在）

124 137 394 58

※

※令和５年度は10月以降の実績
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正社員化コースの活用事例

製造・製品等の管理業務担当の有期
労働者

転
換
前

・日給制
・週所定労働時間：38.75時間
・賃金月額実績：162,000円
（諸手当含む）

転
換
後

・月給制
・週所定労働時間：40時間
・賃金月額実績：178,000円
（諸手当含む）

製造業 55人※

※人数は雇用保険被保険者の数

正社員転換により

9％賃金アップ！

看護業務担当の有期労働者

転
換
前

・月給制
・週所定労働時間：40時間
・賃金月額実績：218,100円
（諸手当含む）

転
換
後

・月給制
・週所定労働時間：40時間
・月給：279,200円
（諸手当含む）

医療・福祉 44人※

正社員転換により

28％賃金アップ！

事務担当の有期労働者

転
換
前

・月給制
・週所定労働時間：37.5時間
・賃金月額実績：158,400円
（諸手当含む）

転
換
後

・月給制
・週所定労働時間：40時間
・月給：171,100円
（諸手当含む）

小売業 446人※

正社員転換により

8％賃金アップ！
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賃金規定等改定コースの活用事例

環境整備・清掃等を担当のパート労
働者２人

改
定
前

・月給制
・1か月単位の変形労働時間制
（40時間/週）
・賃金月額実績：145,800円

改
定
後

・月給制
・1か月単位の変形労働時間制
（40時間/週）
・賃金月額実績：165,800円

製造業 474人※

※人数は雇用保険被保険者の数

賃金額改定により平均12.5％
（12～13％）賃金アップ！

看護部他の非常勤職員６９人

改
定
前

・時給制（960円）
・週所定労働時間：35時間
・賃金月額実績：147,840円

改
定
後

・時給制（1,010円）
・週所定労働時間：35時間
・賃金月額実績：155,540円

医療・福祉 369人※

賃金額改定により平均5.4％
（5～10％）賃金アップ！

情報システム部の有期契約社員
４人

改
定
前

・時給制（1,200円）
・週所定労働時間：40時間
・賃金月額実績：201,600円

改
定
後

・時給制（1,250円）
・週所定労働時間：40時間
・賃金月額実績：210,000円

サービス業 138人※

賃金額改定により対象者全員

4.1％賃金アップ！

取組一例 取組一例 取組一例
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社会保険適用時処遇改善コースの活用事例

子育て支援担当のパート労働者２人

改
善
前

・時給制（900円）
・実労働時間：21時間
・賃金月額実績：79,200円

改
善
後

・月給制（170,700円）
・週所定労働時間：38.8時間
（フルタイムになり勤務時間が
増加）

・賃金月額実績：170,700円

サービス業 54人※

※人数は雇用保険被保険者の数

労働時間を平均17.5時間
（17.2～17.8時間）延長するこ
とにより賃金アップ！

取組一例

製造・包装・事務作業等を担当する
パート労働者９人

改
善
前

・時給制（1,020円）
・実労働時間：25時間
・賃金月額実績：107,100円

改
善
後

・時給制（1,020円）
・週所定労働時間：30時間
（勤務時間を1日1時間延長し増
加）

・賃金月額実績：128,520円

卸売業 100人※

労働時間を平均5.33時間
（4～7時間）延長することによ
り賃金アップ！

取組一例

生活支援を担当するパート労働者
１人

改
善
前

・時給制（908円）
・実労働時間：17時間
・賃金月額実績：59,928円

改
善
後

・時給制（908円）
・週所定労働時間：30時間
（勤務時間を1日2.5時間延長
し増加）

・賃金月額実績：121,218円

医療・福祉 24人※

労働時間を13時間延長すること
により賃金アップ！

取組一例
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厚
生
労
働
省
・
都
道
府
県
労
働
局
・
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

（
事

業
主

の
方

へ
）

◆
支

給
要

件
の

詳
細

や
助

成
上

限
（

人
数

・
回

数
等

）
に

つ
い

て
は

、
裏

面
ご

案
内

の
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
よ

り
ご

確
認

く
だ

さ
い

。
◆

正
社

員
化

コ
ー

ス
、

障
害

者
正

社
員

化
コ

ー
ス

、
社

会
保

険
適

用
時

処
遇

改
善

コ
ー

ス
は

、
各

支
給

対
象

期
の

取
組

を
講

じ
た

場
合

の
合

計
額

で
す

。

L
L
0
6
0
4
2
5
作

成
N

o
.1

1

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
助
成
金
の
ご
案
内

(令
和
６
年
度
版
)

助
成

内
容

助
成

額
中
小
企
業
の
場
合

大
企
業
の
場
合

正社員化支援

正
社
員
化
コ
ー
ス

有
期

雇
用

労
働

者
等

を
正
社
員
化
(※

)
し

た
場

合
（

１
人

当
た

り
）

※
正

規
雇

用
労

働
者

等
へ

転
換

ま
た

は
派

遣
労

働
者

を
正

規
雇

用
労

働
者

等
と

し
て

直
接

雇
用

す
る

こ
と

。

正
規

雇
用

労
働

者
に

は
「

多
様

な
正

社
員

（
勤

務
地

限
定

・
職

務
限

定
・

短
時

間
正

社
員

）
」

を
含

み
ま

す
。

①
有

期
→

 正
規

8
0
万
円

6
0
万
円

②
無

期
→

 正
規

4
0
万
円

3
0
万
円

※
 派

遣
労

働
者

を
派

遣
先

で
正

規
雇

用
労

働
者

で
直

接
雇

用
す

る
場

合
に

加
算

１
人

当
た

り
2
8
.5

万
円

（
大

企
業

も
同

額
）

※
 対

象
者

が
母

子
家

庭
の

母
等

又
は

父
子

家
庭

の
父

の
場

合
に

加
算

①
：

１
人

当
た

り
9
.5

万
円

②
：

4
.7

5
万

円
（

大
企

業
も

同
額

）

※
人

材
開

発
支

援
助

成
金

の
訓

練
修

了
後

に
正

社
員

化
し

た
場

合
に

加
算

(自
発

的
職

業
能

力
開

発
訓

練
ま

た
は

定
額

制
訓

練
以
外

の
訓

練
修

了
後

)

①
：

１
人

当
た

り
9
.5

万
円

②
：

4
.7

5
万

円
（

大
企

業
も

同
額

）

(自
発

的
職

業
能

力
開

発
訓

練
ま

た
は

定
額

制
訓

練
修

了
後

)

①
：

１
人

当
た

り
1
1
万

円
②

：
５

.5
万

円
（

大
企

業
も

同
額

）

※
 正

社
員

転
換

等
制

度
を

新
た

に
規

定
し

、
当

該
区

分
に

転
換

等
し

た
場

合
に

加
算

１
事

業
所

当
た

り
2
0
万

円
（

大
企

業
の

場
合

、
1
5
万

円
）

※
 多

様
な

正
社

員
制

度
(注

)を
新

た
に

規
定

し
、

当
該

区
分

に
転

換
等

し
た

場
合

に

加
算

（
注

：
勤

務
地

限
定

・
職

務
限

定
・

短
時

間
正

社
員

い
ず

れ
か

１
つ

以
上

）

１
事

業
所

当
た

り
4
0
万

円
（

大
企

業
の

場
合

、
3
0
万

円
）

障
害
者
正
社
員
化

コ
ー
ス

障
害

の
あ

る
有

期
雇

用
労

働
者

等
を

正
規
雇
用
労
働
者
等
に
転
換

し
た

場
合

（
１

人
当

た
り

）

※
正

規
雇

用
労

働
者

に
は

「
多

様
な

正
社

員
（

勤
務

地
限

定
・

職
務

限
定

・
短

時
間

正
社

員
）

」
を

含
み

ま
す

。

①
重

度
身

体
障

害
者

、
重

度
知

的
障

害
者

及
び

精
神

障
害

者
の

場
合

有
期

→
 正

規
1
2
0
万
円

9
0
万
円

有
期

→
 無

期
6
0
万
円

4
5
万
円

無
期

→
 正

規
6
0
万
円

4
5
万
円

②
重

度
身

体
障

害
者

、
重

度
知

的
障

害
者

及
び

精
神

障
害

者
以
外

の
場

合

有
期

→
 正

規
9
0
万
円

6
7
.5
万
円

有
期

→
 無

期
4
5
万
円

3
3
万
円

無
期

→
 正

規
4
5
万
円

3
3
万
円

※
 助

成
額

が
支

給
対

象
期

間
に

お
け

る
対

象
労

働
者

に
対

す
る

賃
金

の
額

を
超

え
る

場
合

に
は

、
当

該
賃

金
の

総
額

を
上

限
額

と
し

て
支

給
し

ま
す

。

処遇改善支援

賃
金
規
定
等
改
定

コ
ー
ス

有
期

雇
用

労
働

者
等

の
基

本
給

の
賃
金
規
定
等
を
３
％
以
上
増
額
改
定

し
、

そ
の

規
定

を
適

用
さ

せ
た

場
合

（
1
人

当
た

り
）

3
％

以
上

5
％

未
満

5
万
円

3
.3
万
円

5
％

以
上

6
.5
万
円

4
.3
万
円

※
 「

職
務

評
価

」
の

手
法

の
活

用
に

よ
り

増
額

改
定

を
実

施
し

た
場

合
に

加
算

１
事

業
所

当
た

り
2
0
万

円
（

大
企

業
の

場
合

、
1
5
万

円
）

賃
金
規
定
等

共
通
化
コ
ー
ス

有
期

雇
用

労
働

者
等

と
正
規
雇
用

労
働
者
と
の
共
通
の
賃
金
規
定

等
を

新
た

に
規

定
・

適
用

し
た

場
合

１
事

業
所

当
た

り
6
0
万
円

4
5
万
円

賞
与
・
退
職
金

制
度
導
入
コ
ー
ス

有
期

雇
用

労
働

者
等

を
対

象
に

賞
与
・
退
職
金
制
度
を
導
入

し
、

支
給

ま
た

は
積

立
を

実
施

し
た

場
合

１
事

業
所

当
た

り
4
0
万
円

3
0
万
円

※
同

時
に

導
入

し
た

場
合

に
加

算
1
6
.8

万
円

（
大

企
業

の
場

合
、

1
2
.6

万
円

）

社
会
保
険
適
用
時

処
遇
改
善
コ
ー
ス

短
時

間
労

働
者

に
以

下
の

い
ず

れ
か

の
取

組
を

行
っ

た
場

合
（

１
人

当
た

り
）

①
新

た
に

社
会

保
険

の
被

保
険

者
と

な
っ

た
際

に
、
手
当
支
給
・
賃
上
げ
・

労
働
時
間
延
長

を
行

っ
た

場
合

②
労
働
時
間
を
延
長
し
て
新
た
に
社
会

保
険
の
被
保
険
者
と
し
た

場
合

手
当

等
支

給
メ

ニ
ュ

ー
5
0
万
円

3
7
.5
万
円

併
用

メ
ニ

ュ
ー

5
0
万
円

3
7
.5
万
円

労
働

時
間

延
長

メ
ニ

ュ
ー

3
0
万
円

2
2
.5
万
円

｢
キ

ャ
リ

ア
ア

ッ
プ

助
成

金
｣
は

、
有

期
雇

用
労

働
者

、
短

時
間

労
働

者
、

派
遣

労
働

者
（

以
下

「
有

期
雇

用
労

働
者

等
」

と
い

い
ま

す
。

）
と

い
っ

た
、
非
正
規
雇
用
労
働
者
の

企
業

内
で

の
キ

ャ
リ

ア
ア

ッ
プ

を
促

進
す

る
た

め
、
正
社
員
化
、

処
遇
改
善
の
取
組
を
実
施
し
た
事
業
主
に
対
し
て
助
成
す
る
制
度

で
す

。

※
短

時
間

労
働

者
労

働
時

間
延

長
コ

ー
ス

は
令

和
６

年
３

月
3
1
日

を
以

て
廃

止
し

、
当

該
日

に
行

っ
た

取
組

ま
で

助
成

を
受

け
ら

れ
ま

す
。 13



◆
詳

し
く

は
、

最
寄

り
の

都
道

府
県

労
働

局
ま

た
は

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

に
お

問
い

合
わ

せ
く

だ
さ

い
。

◆
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
、

申
請

様
式

、
Q

&
A
は

厚
生

労
働

省
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

掲
載

し
て

い
ま

す
。

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
助
成
金

検
索

h
ttp

s://w
w

w
.m

h
lw

.g
o
.jp

/stf/se
isa

k
u
n
itsu

ite
/b

u
n
y
a
/k

o
y
o
u
_
ro

u
d
o
u
/p

a
rt_

h
a
k
e
n
/jig

y
o
u
n
u
sh

i/c
a
re

e
r.h

tm
l

＜
事
業
主
＞

＜
労
働
局
･
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
＞

｢
キ

ャ
リ

ア
ア

ッ
プ

助
成

金
｣
の

活
用

に
当

た
っ

て
は

、

各
コ

ー
ス

の
実

施
日

の
前
日
ま
で
に
「
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
計
画
」
の
提
出
が
必
要

で
す

。

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
計
画

の
作
成
支
援
・
認
定

就
業
規
則
等
の

改
定
方
法
の
相
談
等

支
給
審
査

支
給
決
定

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
助
成
金
の
申
請
ま
で
の
流
れ

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
計
画
の
作
成
・
提
出

※

支
給
申
請

（
取

組
後

６
か

月
の

賃
金

を
支

払
っ

た
日

の
翌

日
か

ら
起

算
し

て
２

か
月

以
内

）

正
社
員
化
支
援

に
関
す
る
コ
ー
ス

就
業
規
則
等
の
改
定

（
転

換
規

定
が

な
い

場
合

等
）

就
業
規
則
等
に
基
づ
く

正
社
員
化

正
社
員
化
後
６
か
月
分
の

賃
金
の
支
払
い

（
正

社
員

化
前

6
か

月
と

比
較

し
て

３
％

以
上

賃
金

の
増

額
が

必
要

）

処
遇
改
善
支
援

に
関
す
る
コ
ー
ス

取
組
の
実
施

（
就

業
規

則
の

改
定

等
）

取
組
後
６
か
月
分
の

賃
金
の
支
払
い

※
計

画
の

提
出

（
支

給
申

請
）

は
、

窓
口

へ
の

持
参

、
郵

送
、

電
子

申
請

に
よ

っ
て

行
う

こ
と

が
で

き
ま

す
。
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年
収
の
壁
対
策
と
し
て

労
働
者
１
人
に
つ
き
最
大
5
0
万
円

助
成
し
ま
す
！

事
業
主
の
皆
様
へ

Ｌ
Ｌ
０
６
０
７
２
６
Ｎ
ｏ
．
１
５

要
件

1
人

当
た

り
助

成
額

①
賃

金
の
1
5
％
以
上
を
追
加
支
給

（
社

会
保

険
適

用
促

進
手

当
等

）

1
年
目

2
0
万
円

(
注
)

②
賃

金
の
1
5
％
以
上
を
追
加
支
給

（
社

会
保

険
適

用
促

進
手

当
等

）
他

2
年
目

2
0
万
円

(
注
)

③
賃

金
を
1
8

％
以

上
増

額
（

労
働

時
間

延
長

に
よ

る
手

取
り

増
も

含
む

）

3
年
目
1
0
万
円

（
１
）
手
当
等
支
給
メ
ニ
ュ
ー

週
所

定
労

働
時

間
の

延
長

賃
金

の
増

額
1

人
当

た
り

助
成

額

4
時

間
以

上
ー

3
0
万
円

3
時

間
以

上
4

時
間

未
満

５
％
以
上

2
時

間
以

上
3

時
間

未
満

1
0
％
以
上

１
時

間
以

上
2

時
間

未
満

1
5
％
以
上

（
２
）
労
働
時
間
延
長
メ
ニ
ュ
ー

◆
社
会
保
険
適
用
促
進
手
当

本
人

負
担

分
の

保
険

料
相

当
額

を
上

限
と

し
て

、
社

会
保

険
料

の
算

定
対

象
と

し

な
い

取
扱

い
を

受
け

ら
れ

る
手

当
（

標
準

報
酬

月
額

1
0
.4

万
円

以
下

の
者

に
限

る
）

。

※
助

成
額

は
中

小
企

業
の

場
合

。
大

企
業

の
場

合
は

３
／

４
の

額
。

※
（

２
）

４
時

間
未

満
の

延
長

の
場

合
は

、
併

せ
て

基
本

給
の

増
額

が
必

要
。

※
１

年
目

に
(1

)①
、

２
年

目
に

(2
)の

助
成

も
受

給
可

（
併

用
メ

ニ
ュ

ー
）

。
（

上
述

を
除

き
、

１
人

に
対

し
て

２
つ

の
メ

ニ
ュ

ー
の

助
成

は
受

け
ら

れ
ま

せ
ん

。
）

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
助
成
金
｢
社
会
保
険
適
用
時
処
遇
改
善
コ
ー
ス
｣

〇
労

働
者

を
新

た
に

社
会

保
険

に
加

入
さ

せ
る

と
と

も
に

、
収

入
増

加
の

取
組

を
行

っ
た

事
業

主
に

助
成

し
ま

す
。

事
業
主

の
皆

様
に

お
い

て
は

、
人
手
不
足
の
解
消
に
！

※
 令

和
８

年
３

月
3
1
日

ま
で

の
間

に
新

た
に

社
会

保
険

の
加

入
要

件
を

満
た

し
、

加
入

す
る

者
へ

の
取

組
が

助
成

対
象

に
な

り
ま

す
。

労
働
者

に
と

っ
て

は
、

「
年

収
の

壁
」

を
意

識
せ

ず
働

く
こ

と
が

で
き

、

社
会

保
険

に
加

入
す

る
こ

と
で

、
処
遇
改
善
に
つ
な
が
る
！

出
典
：
政
府
広
報
オ
ン
ラ
イ
ン
（
h
ttp
s
:/
/
w
w
w
.g
o
v
-o
n
lin
e
.g
o
.jp
/
m
e
d
ia
/
c
o
m
m
e
rc
ia
ls
/
2
0
2
3
1
2
/
v
id
e
o
-2
7
0
9
6
6
.h
tm
l）

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
助
成
金

(注
)１

,２
年

目
は

取
組

か
ら

6
ヶ

月
ご

と
に

支
給

申
請

（
１

回
あ

た
り

1
0
万

円
支

給
）

【
令

和
６

年
７

月
版

】

＜
例

＞
パ
ー
ト

従
業

員
全

員
（

4
0
人

）
の
時
給
を
５
％
U
P

（
例

：
1
,0

0
0
円

→
1
,0
5
0
円

）
さ

せ
る

場
合

▶
賃
金
規
定
等
改
定
コ
ー
ス

キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
助

成
金

の
別

の
コ

ー
ス

を
活

用

・
新

た
に

社
会

保
険

に
加

入
す

る
パ

ー
ト

従
業

員
８

人
う

ち
、

労
働

時
間

を
延

長
で

き
る

３
人
▶

３
時

間
延

長
＋

５
％

賃
上

げ
▶
労
働
時
間
延
長
メ
ニ
ュ
ー

う
ち

、
労

働
時

間
の

延
長

が
難

し
い

５
人
▶

５
％

賃
上

げ

・
既

に
社

会
保

険
に

加
入

し
て

い
る

パ
ー

ト
従

業
員

3
2
人
▶

５
％

賃
上

げ

対
象
者
以
外
に
も
賃
上
げ
を
行
う
場
合
の
本
助
成
金
の
活
用
方
法

〇
非

正
規

雇
用

労
働

者
の

基
本

給
を

定
め

る
賃
金
規
定
（
賃
金
テ
ー
ブ
ル
等
）
を
増
額
改
定

す
る

場
合

、
キ

ャ
リ

ア
ア

ッ
プ

助
成

金
（

賃
金

規
定

等
改

定
コ

ー
ス

）
を

併
用

す
る

こ
と

も
で

き
ま

す
。

年
収
の
壁
対
策
の
取
組
を
行
う
こ
と
で
、

※
令
和
６
年
1
0
月
の
社
会
保
険
の
適
用
拡
大
に
伴
っ
て
、
新
た
に
加
入
対
象
と
な
る

労
働
者
に
対
し
て
以
下
の
取
組
を
行
う
場
合
、
本
助
成
金
を
活
用
で
き
ま
す
。

・
助

成
金

を
受

け
る

に
は

、
事

前
※
に

キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
計

画
書

を
都

道
府

県
労

働
局

へ
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

※
本

コ
ー

ス
の

場
合

、
社

会
保

険
加

入
日

の
前

日
ま

で
（

令
和

６
年

1
0
月

１
日

加
入

の
場

合
、

同
年

9
月

3
0
日

ま
で

）
。

・
取

組
を

６
か

月
間

継
続

し
た

後
、

２
か

月
以

内
に

支
給

申
請

し
て

く
だ

さ
い

（
流

れ
は

裏
面

ご
参

照
）

。

対
象

と
な

る
労

働
者

は
、

社
会

保
険

の
加

入
日

の
６

か
月

前
の

日
以

前
か

ら
継

続
し

て
雇

用
さ

れ
、

社
会

保
険

の
加

入
要

件
を

満
た

さ
な

い
条

件
で

就
業

し
て

い
た

者
に

な
り

ま
す

。
【

注
意

点
】

【
手

続
き

】

改
定

後
最

低
賃

金
の

発
効

日
以

後
、

改
定

後
最

低
賃

金
額

ま
で

の
賃

金
引

上
げ

分
は

、
助

成
金

の
要

件
で

あ
る

「
賃

上
げ

の
取

組
」

に
含

め
る

こ
と

は
で

き
ま

せ
ん

。
【

注
意

点
】
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そ
の

労
働

者
の

社
会

保
険

加
入

日
か

ら
最

長
２

年
間

の
手

当
※

３
等

の
支

給
後

の
働

き
方

に
つ

い
て

、
労

使
で

話
し

合
い

を
行

う
予

定
で

す
か

。

2

対
象
と
な
る
労
働
者
を
チ
ェ
ッ
ク
し
ま
し
ょ
う
！

雇
用

し
て

い
る

短
時

間
労

働
者

の
中

に
、

新
た

に
社

会
保

険
の

被
保

険
者

の
要

件
※

１
を

満
た

す
方

は
い

ま
す

か
。

い
い

え

そ
の

労
働

者
は

、
社

会
保

険
加

入
日

か
ら

２
か

月
以

内
に

、
週

所
定

労
働

時
間

を
一

定
時

間
延

長
す

る
こ

と
※

２
が

で
き

ま
す

か
。

そ
の

労
働

者
は

、
社

会
保

険
加

入
日

か
ら

１
年

が
経

過
し

た
時

点
で

、
労

働
時

間
の

延
長

が
で

き
る

見
込

み
で

す
か

。

社
会

保
険

適
用

に
関

す
る

支
給

要
件

に
は

該
当

し
ま

せ
ん

。

本
助

成
金

の
他

の
コ

ー
ス

の
活

用
を

ご
検

討
く

だ
さ

い
。

そ
の

労
働

者
は

、
以

下
の

①
、

②
の
両
方
に

該
当

す
る

方
で

す
か

。
①

社
会

保
険

加
入

日
の

６
か

月
前

の
日

以
前

か
ら

継
続

し
て

雇
用

さ
れ

て
い

る
。

②
社

会
保

険
加

入
日

か
ら

過
去

２
年

以
内

に
同

事
業

所
で

社
会

保
険

に
加

入
し

て
い

な
か

っ
た

。

○
キ

ャ
リ

ア
ア

ッ
プ

助
成

金
の

詳
細

に
つ

い
て

は
、

都
道

府
県

労
働

局
ま

た
は

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

ま
で

お
問

合
せ

く
だ

さ
い

。

○
各

都
道

府
県

の
働

き
方

改
革

推
進

支
援

セ
ン

タ
ー

で
も

助
成

金
に

関
す

る
相

談
を

受
け

付
け

て
い

ま
す

。

最
寄

り
の

セ
ン

タ
ー

の
連

絡
先

は

○
「

年
収

の
壁

突
破

・
総

合
相

談
窓

口
」

（
コ

ー
ル

セ
ン

タ
ー

）
に

も
ご

相
談

い
た

だ
け

ま
す

。

※
１

厚
生
年
金
保
険
の
適
用
対
象
者

（
フ

ル
タ

イ
ム

従
業

員
、

週
の

所
定

労
働

時
間

及
び

月
の

所
定

労
働

日
数

が
フ

ル
タ

イ
ム

従
業

員
の

4
分

の
3

以
上

の
者

）
が
常
時
1
0
1
人
以
上
（
令
和
６
年
1
0
月
以
降
は
5
1
人
以
上
）
の
企
業
等

の
場

合
、

週
の

所
定

労
働

時
間

が
2
0
時

間
以

上
か

つ
所

定
内

賃
金

が
月

額
8
.8

万
円

以
上

の
者

で
あ

る
こ

と
（

学
生

、
雇

用
見

込
み

２
か

月
未

満
の

者
を

除
く

）
。

同
適

用
対

象
者

が
常
時
1
0
0
人
以
下

（
令
和
６
年
1
0
月
以
降
は
5
0
人
以
下
）
の
企
業
等

の
場

合
、

上
述

の
厚

生
年

金
保

険
の

適
用

対
象

者
に

該
当

す
る

者
で

あ
る

こ
と

。

※
２

週
所

定
労

働
時

間
を

4
時

間
以

上
延

長
、

ま
た

は
3
時

間
以

上
延

長
す

る
と

と
も

に
基

本
給

を
5
％

増
額

改
定

す
る

等
の

措
置

。
詳

し
く

は
、

表
面

の
「

（
２

）
労

働
時

間
延

長
メ

ニ
ュ

ー
」

を
ご

覧
く

だ
さ

い
。

※
３

社
会

保
険

適
用

促
進

手
当

（
標

準
報

酬
月

額
が
1
0
.4
万
円
以
下

の
者

に
対

し
て

、
事

業
主

が
支

給
す

る
場

合
、

最
長

2
年

間
、

社
会

保
険

の
標

準
報

酬
月

額
・

標
準

賞
与

額
の

算
定

対
象

に
含

め
な

い
取

り
扱

い
と

す
る

手
当

）

厚
生

労
働

省
公

式
H

P
0

12
0

-0
3
0

-0
4

5
受
付
時
間

平
日

８
:
３
０
～
１
８
：
１
５

（
土
日
・
祝
日
・
年
末
年
始
（

12/29～
1/3

）
は
ご
利
用
い
た
だ
け
ま
せ
ん
。
）

年
収
の
壁
突
破
・
総
合
相
談
窓
口

（
フ
リ
ー
ダ
イ
ヤ
ル
・
無
料
）

い
い

え

は
い

い
い

え

は
い

い
い

え

は
い

い
い

え

働
き

方
改

革
推

進
支

援
セ

ン
タ

ー
無

料
相

談
窓

口

○
取

組
開

始
日

の
前

日
ま

で
に

、
キ

ャ
リ

ア
ア

ッ
プ

計
画

を
作

成
し

、
管

轄
労

働
局

へ
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

（
不

備
が

あ
る

と
当

日
の

受
理

が
で

き
ま

せ
ん

の
で

、
余

裕
を

持
っ

て
ご

準
備

く
だ

さ
い

）

（
社

会
保

険
の

適
用

）

取
組

開
始

労
働
時
間
延
長

メ
ニ
ュ
ー

賃
上
げ
、
労
働
時
間

延
長
の
取
組

手
当
等
の
支
給

手
当
等
の
支
給

賃
上
げ
、
労
働
時
間

延
長
の
取
組

併
用
メ
ニ
ュ
ー

手
当
等
の
支
給

手
当
等
の
支
給

手
当
等
の
支
給

手
当
等
の
支
給

基
本
給
（
総
支
給
額
）

の
増
額

手
当
等
支
給

メ
ニ
ュ
ー

６
ヶ
月

１
年

１
年
６
ヶ
月

２
年

２
年
６
ヶ
月

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ

計
画
書
の
提
出

2
ヶ
月

支
給

申
請

（
１

回
目

）

2
ヶ
月

支
給

申
請

（
２

回
目

）

2
ヶ
月

支
給

申
請

（
３

回
目

）

2
ヶ
月

支
給

申
請

（
４

回
目

）

2
ヶ
月

支
給

申
請

（
５

回
目

）

賃
上
げ
等
、
労
働
時
間

延
長
あ
る
い
は
そ
の
両
方

に
よ
る
増
額

(1
)手

当
等
支
給

メ
ニ
ュ
ー

(1
)(2
)の

併
用
メ
ニ
ュ
ー

(2
)労

働
時
間
延
長

メ
ニ
ュ
ー

検
索

は
い

は
い

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
計
画
書

※
を
事
前
に
作
成
・
提
出
し
ま
し
ょ
う
！

※
雇

用
保

険
適

用
事

業
所

単
位

で
キ

ャ
リ

ア
ア

ッ
プ

管
理

者
を

設
置

し
、

労
働

者
代

表
者

の
意

見
を

聞
い

て
作

成
す

る
計

画
の

こ
と

。
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